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Ⅰ．事業活動のまとめ

一般社団法人日本投資顧問業協会は、金融商品取引法第 78 条に規定される認定金融商品取

引業協会として、投資者の保護を図るとともに、投資運用業および投資助言・代理業の健全な

発展に資するため、内外の情勢の変化に対応した各種の活動を行っています。

平成 30 年度においては、前年度に引続き、①投資信託協会および当協会が連携して資産運

用業の発展に取り組むため、両協会の会長の下、「資産運用業協議会」を開催し、②スチュワ

ードシップ活動におけるベストプラクティス等を会員と共有するとともに、政府の関係機関

等における議論などに貢献していくことを目的として、「スチュワードシップ研究会」を開催

し、③ファンドラップを提供している会員自らが顧客本位の業務運営のあり方について検討

するとともに、国民の安定的な資産形成の観点からファンドラップを幅広く議論する場とし

て、「ファンドラップ研究会」を開催し、活発な議論を行いました。

協会は、インベストメント・チェーンにおける好循環の創出、および持続可能な社会の実現

に貢献するため、金融安定理事会（FSB）によって設立された TCFD（気候関連財務情報開示タ

スクフォース）の提言に賛同の意を表明しました。

英国の資産運用業界について分析した Asset Management Market Study の影響と運用会社

の対応状況等について調査するためロンドンに、また、ESG に関する運用の現状等について調

査するためフランクフルトに出張し、金融監督機関、資産運用業の業界団体および大手運用

会社を訪問し、意見交換を行いました。

金融庁等が事務局を務める「スチュワードシップ・コード及びコーポレートガバナンス・コ

ードのフォローアップ会議」のメンバーとして、大場会長が議論に参画しました。この他、経

済産業省および環境省等に設置された各種研究会・懇談会等にも委員等として議論に参画し

ました。

また、会員のスチュワードシップ・コードに対する受入れ表明状況および会員の体制整備

状況等の把握を行い、実効性あるスチュワードシップ活動の普及・定着を図ることにより、日

本におけるコーポレートガバナンスの向上に貢献することを目的として「スチュワードシッ

プ・コードへの対応等に関するアンケート」を実施し、結果について協会ホームページへ掲載

することにより公表しました。

金融庁から公表された「コーポレートガバナンス・コードの改訂と投資家と企業の対話ガ

イドラインの策定について」、法務省から公表された「会社法制（企業統治等関係）の見直し

に関する中間試案」、および東京証券取引所から公表された「市場構造の在り方等の検討に係

る意見募集」のそれぞれについて、会員各社の意見を募り、意見書を提出しました。
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協会規則については、「投資一任契約に係る議決権等行使指図の適正な行使について」の別

紙「議案別議決権行使状況」、および「常設委員会の設置について」の一部改正を行いました。

また、自主規制ルールの遵守状況等については、会員自身による自主的総点検などを目的

として、「自主規制ルール遵守状況等調査票」による主要ルールの遵守状況等のフォローアッ

プを実施し、その結果等について会員あて情報還元・注意喚起を行いました。

将来の資産運用業界を担う人材の育成および資産運用についての啓蒙活動を推進していく

ために実施している寄附講座については、平成 30 年度においても、早稲田大学、一橋大学、

大阪大学、京都大学、神戸大学、名古屋大学および東北大学において開設しました。

Ⅱ．投資運用業および投資助言・代理業の現況

１ 登録業者数については、平成 19 年 9 月の金融商品取引法施行により投資運用業および投

資助言・代理業の業務分野が拡大・多様化したことから平成 20 年度に大幅に増加し、平成 21

年度にピークを迎えた後、投資助言・代理業者の減少を受け減少傾向が続きましたが、平成

27 年度以降は投資運用業者の増加により再び増加傾向にあります。

平成 31 年 3 月末現在では、投資運用業登録が 385 社、投資助言・代理業登録が 714 社(注 1)と

なっています。なお、投資運用業登録業者のうち、18 社が適格投資家向け投資運用業者です。

協会会員数については、平成20年度には登録業者数の増加を受けて投資運用会員が、また、

平成 22 年度には金融 ADR 制度創設を受けた非会員業者の大量加入により投資助言・代理会員

が大幅に増加し平成 23 年度にピークを迎えた後、投資助言・代理会員の減少を受け減少傾向

が続きましたが、平成 27 年度以降は投資運用会員の増加により再び増加傾向にあります。

平成 31 年 3 月末現在における会員数は 777 社で、内訳は、投資運用業を行う会員が 297 社、

投資助言・代理業を行う会員が 480 社となっています。

なお、投資運用業を行う会員のうち、投資一任業務を行う会員が 293 社、ファンド運用業(注

2)を行う会員が 17 社です。投資一任業務を行う会員のうち、不動産関連有価証券を投資対象

とする会員が 87 社、ラップ業務を行う会員が 16 社、適格投資家向け投資運用業を行う会員

が 17 社です。また、投資助言・代理業を行う会員のうち、不動産関連有価証券を投資対象と

する会員が 158 社です。

（注 1）投資運用業登録を行っていない投資助言・代理業登録業者の数をいいます。

（注 2）ファンド運用業とは、金融商品取引法第 2 条第 8 項第 15 号に掲げる行為を業として行うことをいいます。

ファンド運用業を行う会員 17 社のうち、13 社については投資一任業務を併営しています。

  

２ 投資運用業を行う会員の平成 31 年 3 月末の契約資産（投資一任業、不動産関連特定投資運

用業、ラップ業務およびファンド運用業の合計残高）は、前年 3 月末の 308 兆円から 36 兆円

増加し、過去最高の 344 兆円となりました。

  このうち、不動産関連特定投資運用業では 10 兆 1,473 億円に、ラップ業務では 8 兆 8,287

億円に、ファンド運用業では 2,363 億円となりました。
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Ⅲ．平成 30 年度事業活動

１ 総会

当期中に第 34 回定時総会を開催しました。

その概要は、次のとおりです。

第３４回定時総会

(1)  開催日 平成 30 年 6 月 21 日

(2)  場所 東京証券会館 8 階ホール

（東京都中央区日本橋茅場町 1 丁目 5 番 8 号）

(3)  出席会員数    総数 764 会員中 643 会員（書面表決 498 会員を含む）

(4)  出席会員の議決権の数  総数 1,622 個中 1,438 個

(5)  付議事項

報告事項

・平成 29 年度事業報告

決議事項

第 1 号議案 平成 29 年度財務諸表等承認の件

第 2 号議案 平成 30 年度役員選任の件

第 1 号議案は原案どおり可決・承認され、また、第 2 号議案の決議により理事 22

名、監事 3 名が選任されました。

定時総会終了後、証券取引等監視委員会の森田宗男事務局長からご講演をいただいた

のち、来賓を交え会員・協会役員との懇親会を開催しました。

２ 理事会

当期中に理事会を 12 回開催しました。

それぞれの開催日および主要審議事項は、次のとおりです。

第３７５回  理事会    平成 30 年 4 月 25 日  （出席理事 14 名）

① 平成 30 年度会長候補者選考委員会委員長から委員会の審議経過、結果について報告

② 協会役員の構成について決議

③ 平成 30 年度協会役員候補者の推薦依頼について説明

④ 役員の退任について報告

⑤ 規律委員会の委員の選任について同意

⑥ 入会申請者 5 件について審議・承認、会員資格の喪失 3 件について報告

⑦ 「『コーポレートガバナンス・コードの改訂と投資家と企業の対話ガイドラインの策

定について』の公表について」に対する意見提出について了承
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⑧ 経産省「コーポレート・ガバナンス・システム（ＣＧＳ）研究会（第２期）」につい

て報告

⑨ 環境省「ＥＳＧ金融懇談会」について報告

⑩ 経産省「統合報告・ＥＳＧ対話フォーラム」について報告

⑪ 法務省「会社法制（企業統治等関係）の見直しに関する中間試案」に対する意見提出

について了承

⑫ 平成 29 年度臨店による会員監査の状況について報告

⑬ 第 34 回定時総会までのスケジュールについて報告

第３７６回  理事会    平成 30 年 5 月 23 日  （出席理事 14 名）

① 第 34 回定時総会の開催および書面による議決権行使を認めることについて審議・決議

② 同総会の決議事項および報告事項について承認

③ 「常設委員会の設置について」の一部改正について決議

④ 常設委員会の委員構成について決議

⑤ 入会申請者 3 件について審議・承認、会員資格の喪失 5 件について報告

⑥ 法務省「会社法制（企業統治等関係）の見直しに関する中間試案」に対して寄せられ

た意見の概要について報告

⑦ 研修の開催結果について報告

⑧ 講演会の開催について報告

⑨ 懇親会の開催について報告

⑩ 第 34 回定時総会の応援者依頼について報告

第３７７回  理事会    平成 30 年 6 月 15 日  （出席理事 13 名）

① 業務委員会、自主規制委員会の各委員長から委員会の審議経過、結果について報告

② 「投資一任契約に係る議決権等行使指図の適正な行使について」の別紙「議案別議決

権行使状況」の改正について決議

③ 自主規制ルール遵守状況等調査票（投資一任）の集計結果について報告

④ 自主規制ルール遵守状況等調査票（不動産・運用）の集計結果について報告

⑤ 自主規制ルール遵守状況等調査票（ファンド）の集計結果について報告

⑥ 自主規制ルール遵守状況等調査票（ラップ）の集計結果について報告

⑦ 「顧客本位の業務運営に関する原則」に関する取組状況について報告

⑧ 入会申請者 3 件について審議・承認、会員資格の変更 2 件および会員資格の喪失 2 件

について報告

⑨ 資産運用業協議会について報告

⑩ 経産省「コーポレート・ガバナンス・システム（ＣＧＳ）研究会（第２期）」につい

て報告

⑪ 環境省「ＥＳＧ金融懇談会」について報告

⑫ 「改訂コーポレートガバナンス・コードの公表」および「投資家と企業の対話ガイド



６

ライン」の確定について報告

⑬ 企業年金連合会の 2017 年度資産運用実態調査について報告

⑭ 平成 30 年３月末統計について報告

⑮ 投資運用会社要覧の発行について報告

⑯ 第 34 回定時総会当日の集合時間等について報告

第３７８回  理事会    平成 30 年 6 月 21 日  （出席理事 20 名）

① 大場理事を会長（代表理事）に選定することについて決議

② 松井理事、渡邊理事の 2 理事を副会長に、岡田理事を副会長専務理事に選定すること

について決議

第３７９回  理事会    平成 30 年 7 月 6 日  （出席理事 18 名）

① 常勤役員に対する退職手当の支給等について報告

② 常勤役員の定例報酬等について報告

③ 各常設委員会の委員および委員長を次のとおりとすることについて同意

業務委員会･･･････････委員長：渡邊副会長

委 員   ：相川、岩村、大石、下城、仲條、松下、栁原、

山口、山本の各氏

自主規制委員会･･･････委員長：松井副会長

委 員   ：安部、後藤、高橋、藤瀬、松下、松田、丸嶋、

望月、山田の各氏

④ 各部会の部会員の推薦結果について報告

⑤ 入会申請者 3 件について審議・承認、会員資格の変更 1 件および会員資格の喪失 1 件

について報告

⑥ マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策に関する 「ガイドラインに基づくギ

ャップ分析等の実施について」の周知について報告

⑦ 「犯罪による収益の移転防止に関する法律施行規則の一部を改正する命令案」に対

する意見の募集について報告

⑧ 経産省「コーポレート・ガバナンス・システム（ＣＧＳ）研究会（第２期）」につい

て報告

⑨ 環境省「ＥＳＧ金融懇談会」について報告

⑩ 協会宛届出のあった法令違反行為等の事例集について報告

⑪ 業界諸団体新役員披露懇談会について報告

第３８０回  理事会    平成 30 年 9 月 26 日  （出席理事  18 名）

① 業務委員会、自主規制委員会の各委員長から委員会の審議経過、結果について報告

② 日本版スチュワードシップ・コードへの対応等に関するアンケートの実施について

審議・決議
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③ 自主規制ルール遵守状況等調査票（助言）の実施について審議・決議

④ 自主規制ルール遵守状況等調査票（不動産・助言）の実施について審議・決議

⑤ 入会申請者 9 件について審議・承認、会員資格の変更 2 件および会員資格の喪失 7 件

について報告

⑥ 資産運用業協議会について報告

⑦ 金融審議会「市場ワーキング・グループ」について報告

⑧ 経産省「コーポレート・ガバナンス・システム（ＣＧＳ）研究会（第２期）」につい

て報告

⑨ 環境省「ＥＳＧ金融懇談会 提言」について報告

⑩ 「主要行等向けの総合的な監督指針」及び「金融商品取引業者等向けの総合的な監督

指針」の一部改正（案）に対するパブリックコメントの結果等について（ファンドモ

ニタリング調査の廃止等）報告

⑪ 「常勤役員の災害補償に関する内規」の制定について報告

⑫ 平成 30 年６月末統計について報告

⑬ 協会宛報告のあった個人情報漏えいの事例集について報告

⑭ 大学における寄附講座について報告

⑮ 金融庁幹部との意見交換会について報告

⑯ プレス記者等との懇談会の開催について報告

⑰ 平成 30 年７月豪雨への見舞金の拠出について報告

第３８１回  理事会    平成 30 年 10 月 24 日  （出席理事  16 名）

① 入会申請者 2 件について審議・承認、会員資格の喪失 2 件について報告

② 資産運用業協議会（ファンドラップ研究会）について報告

③ 金融審議会「市場ワーキング・グループ」について報告

④ 経産省「コーポレート・ガバナンス・システム（ＣＧＳ）研究会（第２期）」につい

て報告

⑤ 平成 29 年度投資運用会員収支状況について報告

⑥ 研修の開催について報告

第３８２回  理事会    平成 30 年 11 月 28 日  （出席理事  18 名）

① 入会申請者 7 件について審議・承認、会員資格の変更 1 件および会員資格の喪失 6 件

について報告

② スチュワードシップ・コード及びコーポレートガバナンス・コードのフォローアップ

会議について報告

③ 金融審議会「市場ワーキング・グループ」について報告

④ 経産省「コーポレート・ガバナンス・システム（ＣＧＳ）研究会（第２期）」につい

て報告

⑤ 経産省「ＳＤＧｓ経営／ＥＳＧ投資研究会」について報告
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⑥ 関東財務局および証券取引等監視委員会への業務説明について報告

⑦ 研修の開催について報告

⑧ 研修の開催結果について報告

⑨ プレス記者等との懇談会の開催結果について報告

第３８３回  理事会    平成 30 年 12 月 19 日  （出席理事  17 名）

① 自主規制委員会委員長から委員会の審議経過、結果について報告

② 日本版スチュワードシップ・コードへの対応等に関するアンケート（第 5 回）の結果

について報告

③ 入会申請者 3 件について審議・承認、会員資格の喪失 1 件について報告

④ 金融審議会「市場ワーキング・グループ」について報告

⑤ 経産省「コーポレート・ガバナンス・システム（ＣＧＳ）研究会（第２期）」につい

て報告

⑥ 警察庁「犯罪による収益の移転防止に関する法律施行規則の一部を改正する命令案」

に関する意見の募集結果について報告

⑦ 平成 30 年 9 月末統計について報告

⑧ 研修の開催結果について報告

第３８４回  理事会    平成 31 年 1 月 23 日  （出席理事  19 名）

① 入会申請者 3 件について審議・承認、会員資格の喪失 3 件について報告

② スチュワードシップ研究会について報告

③ 経産省「コーポレート・ガバナンス・システム（ＣＧＳ）研究会（第２期）」につい

て報告

④ 経産省「ＳＤＧｓ経営／ＥＳＧ投資研究会」について報告

⑤ 法務省「会社法制（企業統治等関係）の見直しに関する要綱案」について報告

⑥ 協会あて届出のあった法令違反行為等の事例集について報告

⑦ 当面の各種研修の開催スケジュールについて報告

⑧ 金融庁幹部との意見交換会について報告

⑨ 今後の理事会等のスケジュールについて報告

  

第３８５回  理事会    平成 31 年 2 月 27 日  （出席理事  18 名）

① 自主規制委員会委員長から委員会の審議経過、結果について報告

② 自主規制ルール遵守状況等調査票（助言）の集計結果等について報告

③ 当協会のＴＣＦＤ賛同について了承

④ 入会申請者 6 件について審議・承認、会員資格の変更 1 件および会員資格の喪失 3 件

について報告

⑤ 資産運用業協議会について報告
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⑥ スチュワードシップ・コード及びコーポレートガバナンス・コードのフォローアップ

会議について報告

⑦ 経産省「コーポレート・ガバナンス・システム（ＣＧＳ）研究会（第２期）」につい

て報告

⑧ 「マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策に関するガイドライン」の一部改正

（案）の公表について報告

⑨ ファンド為替のＣＬＳ銀行を利用した決済への移行の準備状況等に関するアンケー

トの結果について報告

⑩ 金融審議会「市場ワーキング・グループ」について報告

⑪ 経産省「ＳＤＧｓ経営／ＥＳＧ投資研究会」について報告

⑫ 東証「市場構造の在り方等の検討に係る意見募集」に対する意見提出について了承

⑬ 研修の開催結果について報告

第３８６回  理事会    平成 31 年 3 月 27 日  （出席理事  20 名）

① 自主規制委員会委員長から委員会の審議経過、結果について報告

② 2019 年度会長候補者選考要領について審議・決議

③ 2019 年度事業計画について審議・承認

④ 2019 年度収支予算について審議・承認

⑤ 自主規制ルール遵守状況等調査票（不動産・助言）の集計結果等について報告

⑥ 自主規制ルール遵守状況等調査票（投資一任）の実施について審議・決議

⑦ 自主規制ルール遵守状況等調査票（不動産・運用）の実施について審議・決議

⑧ 自主規制ルール遵守状況等調査票（ファンド）の実施について審議・決議

⑨ 自主規制ルール遵守状況等調査票（ラップ）の実施について審議・決議

⑩ 入会申請者 4 件について審議・承認、会員資格の変更 1 件および会員資格の喪失 2 件

について報告

⑪ スチュワードシップ・コード及びコーポレートガバナンス・コードのフォローアップ

会議について報告

⑫ 経産省「コーポレート・ガバナンス・システム（ＣＧＳ）研究会（第２期）」につい

て報告

⑬ 環境省「ＥＳＧ金融ハイレベルパネル」について報告

⑭ 金融審議会「市場ワーキング・グループ」について報告

⑮ 経産省「ＳＤＧｓ経営／ＥＳＧ投資研究会」について報告

⑯ 環境省「ＥＳＧ金融リテラシー向上に向けた意見交換会」について報告

⑰ 平成 30 年 12 月末統計について報告

⑱ 大学における寄附講座について報告

⑲ 各種研修について報告
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３ 常設委員会

協会は、業務委員会および自主規制委員会の 2 つの常設委員会と、その下部組織である

10 の部会を設置しています。

（１） 業務委員会および部会

「業務委員会」は、会員および協会の業務運営に関する諸問題についての検討を行う

常設委員会です。当期中に 2 回開催しました。

第４３回 業務委員会  平成 30 年 6 月 12 日

①「会社法制（企業統治等関係）の見直しに関する中間試案」に対して寄せられた

意見の概要について

② 企業年金連合会の 2017 年度資産運用実態調査について

③ 業務各部会の一年間の活動について

第４４回 業務委員会  平成 30 年 7 月 10 日

① 委員会運営要領について

② 当面の検討課題について

③ 業務各部会について

④ マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策に関する「ガイドラインに基づ

くギャップ分析等の実施について」の周知について

⑤ 「犯罪による収益の移転防止に関する法律施行規則の一部を改正する命令案」

に対する意見の募集について

⑥ これまでの主な活動状況について

業務委員会のメンバーは、次のとおりです。

委 員 長 渡 邊 国 夫 野村アセットマネジメント㈱ ＣＥＯ兼執行役社長

委  員 相 川 弘 行 ファーストステート・インベストメンツ㈱ 代表取締役

岩 村 伸 一 みずほ信託銀行㈱ 執行役員総合戦略運用部長

大 石 正 弥 みずほ証券㈱ 常務取締役兼常務執行役員

下城理重 子 ベイビュー・アセット・マネジメント㈱ 取締役

仲 條 彰 規 三菱地所投資顧問㈱ 取締役社長

松 下 睦 ＭＵ投資顧問㈱ 取締役社長

栁 原 藤 雄 大和企業投資㈱ 代表取締役社長

山 口 裕 之 損保ジャパン日本興亜アセットマネジメント㈱ 代表取締役社長

山本誠一 郎 アライアンス・バーンスタイン㈱ 代表取締役会長

事 務 局 野 田 聡 野村アセットマネジメント㈱ 総合企画部長
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業務委員会の下部組織として、第一部会（一任）、第二部会（不動産）、第三部会（ファ

ンド）、第四部会（ラップ）および第五部会（助言）を組成し、各分野の検討を行いました。

主な検討事項は次のとおりです。

a． 平成 29 年金融商品取引法改正に係る政令・内閣府令案等に対するパブリックコメントの

結果等について

株式等の高速取引を行う者に対する登録制の導入およびフェア・ディスクロージャー・

ルール等が盛り込まれた「平成 29 年金融商品取引法改正に係る政令・内閣府令案等」に

対するパブリックコメントの結果等が、平成 29 年 12 月 27 日に金融庁から公表されたこ

と等について、協会事務局から報告がありました。【第一部会、第二部会、第四部会、第

五部会】

b． 「金融商品取引法第 27 条の 36 の規定に関する留意事項について（フェア・ディスクロ

ージャー・ルールガイドライン）」に対するパブリックコメントの結果等について

平成 30 年 2 月 6 日に金融庁から公表された「金融商品取引法第 27 条の 36 の規定に関

する留意事項について（フェア・ディスクロージャー・ルールガイドライン）」に対する

パブリックコメントの結果等について、協会事務局から報告がありました。【第一部会、

第二部会、第四部会、第五部会】

c． 「会社法制（企業統治等関係）の見直しに関する中間試案」に対して寄せられた意見の

概要について

平成 30 年 5 月 9 日、法制審議会会社法制（企業統治等関係）部会第 11 回会議におい

て、事務当局である法務省民事局参事官室から説明のあった「会社法制（企業統治等関

係）の見直しに関する中間試案」に対して寄せられた意見の概要について、協会事務局

から報告がありました。【第一部会、第二部会、第三部会】

d． 「会社法制（企業統治等関係）の見直しに関する要綱案」について

平成 31 年 1 月 16 日に法制審議会会社法制（企業統治等関係）部会第 19 回会議におい

て取りまとめられた「会社法制（企業統治等関係）の見直しに関する要綱案」の概要につ

いて、協会事務局から報告がありました。【第三部会】

e． 「確定給付企業年金法施行規則の一部を改正する省令案に関する御意見募集（パブリッ

クコメント）の結果について」及び「『確定給付年金制度について』等の改正案に関す

る御意見募集（パブリックコメント）の結果について」

平成 29 年 11 月 8 日に厚生労働省から公表された、「確定給付企業年金法施行規則の

一部を改正する省令案に関するパブリックコメントの結果」及び「『確定給付年金制度

について』等の改正案に関するパブリックコメントの結果」について、協会事務局から

報告がありました。【第一部会、第二部会】
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f． 「犯罪による収益の移転防止に関する法律施行規則の一部を改正する命令案」に対する

意見の募集について

平成 30 年 7 月 2 日に警察庁から公表された「犯罪による収益の移転防止に関する法律

施行規則の一部を改正する命令案」の概要および意見募集について、協会事務局から報告

がありました。【第一部会、第二部会、第三部会、第四部会】

g． 「犯罪による収益の移転防止に関する法律施行規則の一部を改正する命令案」に関する

意見の募集結果について

平成 30 年 11 月 30 日に警察庁から公表された「『犯罪による収益の移転防止に関する

法律施行規則の一部を改正する命令案』に関する意見の募集結果について」、協会事務局

から報告がありました。【第三部会】

h． 「マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策に関するガイドライン（案）」及び「主

要行等向けの総合的な監督指針」等の一部改正（案）に対するパブリックコメントの結果

等について

平成 30 年 2 月 6 日に金融庁から公表された「マネー・ローンダリング及びテロ資金供

与対策に関するガイドライン（案）」及び「主要行等向けの総合的な監督指針」等の一部

改正（案）に対するパブリックコメントの結果等について、協会事務局から報告がありま

した。【第一部会、第二部会、第四部会】

i． マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策に関する「ガイドラインに基づくギャッ

プ分析等の実施について」の周知について

平成 30 年 6 月 22 日に会員宛て通知を行った、マネー・ローンダリング及びテロ資金

供与対策に関する「ガイドラインに基づくギャップ分析等の実施」に関する金融庁から

の要請内容について、協会事務局から報告がありました。【第一部会、第二部会、第三

部会、第四部会、第五部会】

j． 「マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策に関するガイドライン」の一部改正

（案）の公表について

平成 31 年 2 月 13 日に金融庁から公表された「マネー・ローンダリング及びテロ資金

供与対策に関するガイドライン」の一部改正（案）の概要および意見募集について、協

会事務局から報告がありました。【第三部会】

k． 「主要行等向けの総合的な監督指針」及び「金融商品取引業者等向けの総合的な監督指

針」の一部改正（案）に対するパブリックコメントの結果等について（ファンドモニタ

リング調査の廃止等）
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平成 30 年 7 月 13 日に金融庁から公表された「主要行等向けの総合的な監督指針」及

び「金融商品取引業者等向けの総合的な監督指針」の一部改正（案）に対するパブリック

コメントの結果等について、協会事務局から報告がありました。【第二部会、第三部会】

l． 「金融商品取引法施行令第二条の十二の三第四号ロに規定する外国の金融商品取引所を

指定する件」の改正案に対するパブリックコメントの結果等について

平成 29 年 12 月 20 日に金融庁から公表された「金融商品取引法施行令第二条の十二の

三第四号ロに規定する外国の金融商品取引所を指定する件」の改正案に対するパブリック

コメントの結果等について、協会事務局から報告がありました。【第一部会】

m． 信託ファンド（年金関係）における欧州店頭デリバティブ証拠金規制への対応について

平成 29 年 9 月および同年 12 月に信託協会から依頼のあった信託ファンド（年金関係）

における欧州店頭デリバティブ証拠金規制への対応について、協会事務局から報告があり

ました。【第一部会】

n． 投資信託の販売会社における比較可能な共通 KPI について

平成 30 年 6 月 29 日に金融庁から公表された、投資信託の販売会社における比較可能

な共通 KPI について、協会事務局から報告がありました。【第四部会】

o． 企業年金連合会の 2017 年度資産運用実態調査について

企業年金連合会が例年実施している資産運用実態調査に関し、2017 年度も前年度同様

に行いたい旨の申し出があったことについて、協会事務局から報告がありました。【第一

部会】

部会のメンバーは、次のとおりです。

業務第一部会（一任）

部 会 長 野田  聡 野村ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 総合企画部長

副 部 会 長 杉原 規之 ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ One㈱ 経営企画ｸﾞﾙｰﾌﾟ長

部 会 員 生稲 博美 損保ｼﾞｬﾊﾟﾝ日本興亜ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ･ﾘｽｸ管理部長

井上 雄介 ｽﾊﾟｰｸｽ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ ﾘｰｶﾞﾙ&ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ室長

鎌谷 稔 いちよしｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ部長

神谷 武宏 みずほ信託銀行㈱ 年金業務部調査役

河﨑 圭助 ﾆｯｾｲｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 取締役執行役員兼企画総務部長

髙森 雅也 ｱﾗｲｱﾝｽ･ﾊﾞｰﾝｽﾀｲﾝ㈱ 取締役ﾘｰｶﾞﾙ･ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ本部長兼ﾘｽｸ管理部長

専門部会員 岡田 則之 一般社団法人 日本投資顧問業協会 副会長専務理事

山田 俊浩 一般社団法人 日本投資顧問業協会 法務部長

宇敷  毅 一般社団法人 日本投資顧問業協会 主任調査役

事 務 局 戸田 安紀 野村ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 総合企画部ｼﾆｱ･ﾏﾈｰｼﾞｬｰ



１４

業務第二部会（不動産）

部 会 長 岩本 洋介
三菱地所投資顧問㈱

常務取締役ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ部長ﾁｰﾌｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽｵﾌｨｻｰ

副 部 会 長 酒井 尚樹 東急不動産ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 執行役員ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ部長

部 会 員 樫原 慶造 三井住友ﾄﾗｽﾄ不動産投資顧問㈱ ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ室長

蒲田 高士 三井物産ﾘｱﾙﾃｨ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ･ｵﾌｨｻｰ

川西 伸明 野村不動産投資顧問㈱ 執行役員ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ部長

近藤 健次 東京建物不動産投資顧問㈱ 取締役兼企画･管理部長

中村 大介 東京海上ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 法務ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ部 部長

西村 勝広 興和不動産投資顧問㈱ 取締役管理部長

林  泰宏
ｱｼﾞｱ･ﾊﾟｼﾌｨｯｸ･ﾗﾝﾄﾞ･(ｼﾞｬﾊﾟﾝ)･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ 日本における代表者
兼内部統制･ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ 統括責任者 ｴｸﾞｾﾞｸﾃｨﾌﾞ ﾃﾞｨﾚｸﾀｰ

前田 兼生 三井不動産投資顧問㈱ 取締役ﾁｰﾌ･ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ･ｵﾌｨｻｰ

専門部会員 岡田 則之 一般社団法人 日本投資顧問業協会 副会長専務理事

山田 俊浩 一般社団法人 日本投資顧問業協会 法務部長

泰平 哲也 一般社団法人 日本投資顧問業協会 主任調査役

事 務 局 川崎 裕之 三菱地所投資顧問㈱ ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ部ｱｿｼｴｲﾄﾏﾈｰｼﾞｬｰ

業務第三部会（ファンド）

部 会 長 細井 毅仁 大和企業投資㈱  取締役 兼 経営企画部長

副 部 会 長 古賀 慎二 ㈱ｼﾞｬﾌｺ 管理部管理ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞｰ

部 会 員 君嶋 美波 ｴｰ･ｱｲ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱ ﾏﾈｰｼﾞﾝｸﾞ･ﾃﾞｨﾚｸﾀｰ ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ･ｵﾌｨｻｰ

専門部会員 岡田 則之 一般社団法人 日本投資顧問業協会 副会長専務理事

山田 俊浩 一般社団法人 日本投資顧問業協会 法務部長

川崎 勝彦 一般社団法人 日本投資顧問業協会 主任調査役

業務第四部会（ラップ）

部 会 長 間宮  賢 大和証券㈱ ﾗｯﾌﾟ･ﾌｧﾝﾄﾞﾋﾞｼﾞﾈｽ部長

副 部 会 長 田中 成幸 SMBC 日興証券㈱ 投資顧問事業部業務管理課長

部 会 員 大石  純 三井住友信託銀行㈱ 投資顧問業務部長

太田  理 野村證券㈱ 投資顧問事業部ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ課長

柿沼  修 みずほ証券㈱ 投資顧問部長

  正木 伸彦 楽天証券㈱ ｱｾｯﾄﾋﾞｼﾞﾈｽ事業本部長兼ｱｾｯﾄﾋﾞｼﾞﾈｽ企画部長

専門部会員 岡田 則之 一般社団法人 日本投資顧問業協会 副会長専務理事

山田 俊浩 一般社団法人 日本投資顧問業協会 法務部長

熊田 俊三 一般社団法人 日本投資顧問業協会 主任調査役

事 務 局 横山 文蔵 大和証券㈱ ﾗｯﾌﾟ･ﾌｧﾝﾄﾞﾋﾞｼﾞﾈｽ部次長
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業務第五部会（助言）

部 会 長 相川 弘行 ﾌｧｰｽﾄｽﾃｰﾄ・ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ㈱ 代表取締役

副 部 会 長 望月 英明 UOB ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱ 代表取締役 CEO

部 会 員 川合美智子 ㈱ﾜｶﾊﾞﾔｼｴﾌｴｯｸｽｱｿｼｴｲﾂ 代表取締役

白石 茂治 ﾉｰｽｱｲﾗﾝﾄﾞ投資顧問㈱ 代表取締役

林  知之 ㈲林投資研究所 代表取締役

藤村 哲也 ﾗｲｼﾞﾝｸﾞﾌﾞﾙ投資顧問㈱ 代表取締役

松下 篤三 兜町ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ㈱ 代表取締役

松村 裕司 ﾄﾚｲﾀﾞｰｽﾞ証券㈱ 常務取締役 COO 

専門部会員 岡田 則之 一般社団法人 日本投資顧問業協会 副会長専務理事

砂山 康弘 一般社団法人 日本投資顧問業協会 管理部長

熊田 俊三 一般社団法人 日本投資顧問業協会 主任調査役

（２） 自主規制委員会および部会

「自主規制委員会」は、自主規制ルールに関する諸問題、スチュワードシップ・コード

への対応等に関する諸問題および会員のベスト・プラクティスに向けた自主的取組みに関

する諸問題についての検討を行う常設委員会です。当期中に 6 回開催しました。

第１７５回 自主規制委員会    平成 30 年 6 月 11 日

①「投資一任契約に係る議決権等行使指図の適正な行使について」の別紙「議案別議

決権行使状況」の改正について

② 自主規制ルール遵守状況等調査票（投資一任）の集計結果について

③ 自主規制ルール遵守状況等調査票（不動産）の集計結果について

④ 自主規制ルール遵守状況等調査票（ファンド）の集計結果について

⑤ 自主規制ルール遵守状況等調査票（ラップ）の集計結果について

⑥「顧客本位の業務運営に関する原則」に関する取組状況について

⑦「『コーポレートガバナンス・コードの改訂と投資家と企業の対話ガイドラインの策

定について』の公表について」に対する意見提出、「改訂コーポレートガバナンス・

コードの公表」および「投資家と企業の対話ガイドライン」の確定について

⑧ 自主規制各部会の一年間の活動状況について

第１７６回 自主規制委員会    平成 30 年 7 月 10 日  

① 委員会運営要領について

② 当面の検討課題について

③ 自主規制各部会について

④ これまでの主な活動状況について
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第１７７回 自主規制委員会    平成 30 年 9 月 25 日  

① 自主規制ルール遵守状況等調査票（助言）の実施について

② 自主規制ルール遵守状況等調査票（不動産・助言）の実施について

③ 日本版スチュワードシップ・コードへの対応等に関するアンケートの実施について

第１７８回 自主規制委員会    平成 30 年 12 月 17 日  （書面委員会）

・日本版スチュワードシップ・コードへの対応等に関するアンケート（第５回）の結

果について

第１７９回 自主規制委員会    平成 31 年 2 月 25 日  （書面委員会）

① 自主規制ルール遵守状況等調査票（助言）の集計結果について

②「顧客本位の業務運営に関する原則」に関する取組状況について

第１８０回 自主規制委員会    平成 31 年 3 月 18 日

① 自主規制ルール遵守状況等調査票（不動産・助言）の集計結果について

②「顧客本位の業務運営に関する原則」に関する取組状況（不動産・助言）について

③ 自主規制ルール遵守状況等調査票（投資一任）の実施について

④ 自主規制ルール遵守状況等調査票（不動産・運用）の実施について

⑤ 自主規制ルール遵守状況等調査票（ファンド）の実施について

⑥ 自主規制ルール遵守状況等調査票（ラップ）の実施について

自主規制委員会のメンバーは、次のとおりです。

委 員 長 松 井 昭 憲 ピムコジャパンリミテッド 取締役兼最高経営責任者

委 員 安 部 憲 生 野村不動産投資顧問㈱ 代表取締役社長

後 藤 正 明 大和住銀投信投資顧問㈱ 代表取締役社長

高 橋 誠 ユナイテッド・マネージャーズ・ジャパン㈱ 取締役会長

藤 瀬 宏 Ｔ＆Ｄアセットマネジメント㈱ 代表取締役社長

松 下 隆 史 三井住友アセットマネジメント㈱ 代表取締役社長兼ＣＥＯ

松 田 宏 明 ㈱ジャフコ 執行役員

丸 嶋 慎 二 三井住友信託銀行㈱ 受託監理部長

望 月 英 明 ＵＯＢアセットマネジメントジャパン㈱ 代表取締役ＣＥＯ

山 田 正 之 野村證券㈱ 執行役員

事 務 局 今 井 信 子 ピムコジャパンリミテッド コンプライアンス部長

自主規制委員会の下部組織として、第一部会（一任）、第二部会（不動産）、第三部会（フ

ァンド）、第四部会（ラップ）および第五部会（助言）を組成し、各分野の検討を行いまし

た。主な検討事項は次のとおりです。
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a．自主規制ルールの改正について

・「投資一任契約に係る議決権等行使指図の適正な行使について」の別紙「議案別議決

権行使状況」の改正案について、検討を行いました。【第一部会】

  

b．自主規制ルール遵守状況等調査票について

自主規制ルールの遵守状況等について、会員自身による自主的総点検などを目的と

して、「自主規制ルール遵守状況等調査票」による主要ルールの遵守状況等のフォロ

ーアップを実施しています。また、その結果について会員に対し問題点等を含め情報

還元するとともに、回答内容に問題がある会員に対しては注意喚起することにより、

ルールの周知徹底を図っています。

・投資運用会員に対して平成 30 年 3 月末現在で実施した「自主規制ルール遵守状況

等調査票」の結果および問題点について、協会事務局から報告がありました。【第

一部会、第二部会、第三部会、第四部会】

・投資助言・代理会員に対する調査票によるフォローアップを平成 30 年 9 月末現在

で実施するための検討を行いました。【第二部会、第五部会】

・投資助言・代理会員に対して平成 30 年 9 月末現在で実施した「自主規制ルール遵

守状況等調査票」の結果および問題点について、協会事務局から報告がありました。

【第二部会、第五部会】

・投資運用会員に対する調査票によるフォローアップを平成 31 年 3 月末現在で実施

するための検討を行いました。【第一部会、第二部会、第三部会、第四部会】

c．日本版スチュワードシップ・コードへの対応等に関するアンケートについて

・日本版スチュワードシップ・コードへの対応等に関するアンケートを平成 30 年 8

月末現在で実施するための検討を行いました。【第一部会】

・平成 30 年 8 月末現在で実施した日本版スチュワードシップ・コードへの対応等に

関するアンケートの結果について、協会事務局から報告がありました。【第一部会】

d．「『コーポレートガバナンス・コードの改訂と投資家と企業の対話ガイドラインの策

定について』の公表について」に対する意見提出、「改訂コーポレートガバナンス・

コードの公表」および「投資家と企業の対話ガイドライン」の確定について

「『コーポレートガバナンス・コードの改訂と投資家と企業の対話ガイドラインの

策定について』の公表について」に対する意見提出、「改訂コーポレートガバナンス・

コードの公表」および「投資家と企業の対話ガイドライン」の確定について、協会事

務局から報告がありました。【第一部会】

部会のメンバーは、次のとおりです。
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自主規制第一部会（一任）

部 会 長 林部  一 明治安田ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 企画部長

副 部 会 長 浅田 佳宏 MU 投資顧問㈱ 執行役員 ﾘｽｸ管理部長

部 会 員 市川 吉紀 東京海上ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 法務ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ部付部長

今井 信子 ﾋﾟﾑｺｼﾞｬﾊﾟﾝﾘﾐﾃｯﾄﾞ ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ部長

鈴木 浩一 東海東京ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ部長

武藤  大 大和住銀投信投資顧問㈱ 法務ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ部長

村上  剛 三井住友信託銀行㈱ 受託監理部次長

依田  太 FGI ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ㈱ 取締役ﾁｰﾌ･ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ･ｵﾌｨｻｰ

専門部会員 岡田 則之 一般社団法人 日本投資顧問業協会 副会長専務理事

山田 俊浩 一般社団法人 日本投資顧問業協会 法務部長

安田    豊 一般社団法人 日本投資顧問業協会 調査役

事 務 局 大山 秀典 明治安田ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 企画部 次長

自主規制第二部会（不動産）

部 会 長 川西 伸明 野村不動産投資顧問㈱ 執行役員ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ部長

副 部 会 長 綿引伸一郎 東京建物不動産投資顧問㈱ ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ部長

部 会 員 岩本 洋介
三菱地所投資顧問㈱

常務取締役ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ部長ﾁｰﾌｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽｵﾌｨｻｰ

大坪 徹 森ﾋﾞﾙ不動産投資顧問㈱ ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ部長

小川 宏樹 PAG ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ部長

小田部知広 東急不動産ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 経営管理部長

肥沼 則揮 みずほ信託銀行㈱ 不動産投資顧問部 不動産ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾁｰﾑ次長

内藤 美麗 ｼﾞｮｰﾝｽﾞ ﾗﾝｸﾞ ﾗｻｰﾙ㈱ ﾘｰｶﾞﾙｱﾝﾄﾞｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ部長

中西 克仁 安田不動産投資顧問㈱ ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ部長

林  順一 日土地ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 取締役執行役員ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ室長

前田 兼生 三井不動産投資顧問㈱ 取締役ﾁｰﾌ･ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ･ｵﾌｨｻｰ

専門部会員 岡田 則之 一般社団法人 日本投資顧問業協会 副会長専務理事

山田 俊浩 一般社団法人 日本投資顧問業協会 法務部長

泰平 哲也 一般社団法人 日本投資顧問業協会 主任調査役

事 務 局 仮谷  徹 野村不動産投資顧問㈱ ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ部 課長

自主規制第三部会（ファンド）

部 会 長 古賀 慎二 ㈱ｼﾞｬﾌｺ 管理部管理ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞｰ

副 部 会 長 細井 毅仁 大和企業投資㈱  取締役 兼 経営企画部長

部 会 員 君嶋 美波 ｴｰ･ｱｲ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱ ﾏﾈｰｼﾞﾝｸﾞ･ﾃﾞｨﾚｸﾀｰ ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ･ｵﾌｨｻｰ

専門部会員 岡田 則之 一般社団法人 日本投資顧問業協会 副会長専務理事

山田 俊浩 一般社団法人 日本投資顧問業協会 法務部長

川崎 勝彦 一般社団法人 日本投資顧問業協会 主任調査役
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自主規制第四部会（ラップ）

部 会 長 間宮  賢 大和証券㈱ ﾗｯﾌﾟ･ﾌｧﾝﾄﾞﾋﾞｼﾞﾈｽ部長

副 部 会 長 田中 成幸 SMBC 日興証券㈱ 投資顧問事業部業務管理課長

部 会 員 大石  純 三井住友信託銀行㈱ 投資顧問業務部長

太田  理

柿沼  修

野村證券㈱ 投資顧問事業部ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ課長

みずほ証券㈱ 投資顧問部長    

正木 伸彦 楽天証券㈱ ｱｾｯﾄﾋﾞｼﾞﾈｽ事業本部長兼ｱｾｯﾄﾋﾞｼﾞﾈｽ企画部長

専門部会員 岡田 則之 一般社団法人 日本投資顧問業協会 副会長専務理事

山田 俊浩 一般社団法人 日本投資顧問業協会 法務部長

熊田 俊三 一般社団法人 日本投資顧問業協会 主任調査役

事 務 局 横山 文蔵 大和証券㈱ ﾗｯﾌﾟ･ﾌｧﾝﾄﾞﾋﾞｼﾞﾈｽ部次長

                                   

自主規制第五部会（助言）

部 会 長 望月 英明 UOB ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱ 代表取締役 CEO

副 部 会 長 相川 弘行 ﾌｧｰｽﾄｽﾃｰﾄ・ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ㈱ 代表取締役

部 会 員 川合美智子 ㈱ﾜｶﾊﾞﾔｼｴﾌｴｯｸｽｱｿｼｴｲﾂ 代表取締役

白石 茂治 ﾉｰｽｱｲﾗﾝﾄﾞ投資顧問㈱ 代表取締役

林  知之 ㈲林投資研究所 代表取締役

藤村 哲也 ﾗｲｼﾞﾝｸﾞﾌﾞﾙ投資顧問㈱ 代表取締役

松下 篤三 兜町ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ㈱ 代表取締役

松村 裕司 ﾄﾚｲﾀﾞｰｽﾞ証券㈱ 常務取締役 COO 

専門部会員 岡田 則之 一般社団法人 日本投資顧問業協会 副会長専務理事

砂山 康弘 一般社団法人 日本投資顧問業協会 管理部長

熊田 俊三 一般社団法人 日本投資顧問業協会 主任調査役

４ 規律委員会

協会の自主規制機能の一環として、会長の諮問機関である規律委員会が設置されており、

当期中に 2 回開催しました。

第１１４回  委員会    平成 30 年 4 月 5 日

① 平成 29 年度臨店による会員監査の状況について

② 投資助言・代理会員向け自主規制ルール遵守状況等調査票の集計結果と今後の対

応について

③ その他

  

第１１５回  委員会    平成 30 年 9 月 18 日

① 自主規制ルール遵守状況等調査票の集計結果と今後の対応について

② ＦＩＮＭＡＣにおける苦情・相談の状況
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規律委員会のメンバーは、次のとおりです。

委 員 長 梶 木 壽 弁護士（元広島高等検察庁検事長）

委員長代理 長 浜 力 雄 元ＤＩＡＭアセットマネジメント㈱ 社長

委 員 大 村 信 明 元大和住銀投信投資顧問㈱ 社長

工 藤 雄 二 y2e ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ代表（元ｼｭﾛｰﾀﾞｰ投信投資顧問㈱ 社長）

幡 部 高 昭 元住友信託銀行㈱ 副会長

松 本 康 元ﾊﾟﾅｯｼｭ投資顧問㈱ 社長

５ 協会諸規則の見直し

理事会決議を経て、次のとおり協会諸規則の改正を行いました。

(1) 「投資一任契約に係る議決権等行使指図の適正な行使について」の一部改正

平成 30 年 6 月 15 日の理事会において、「投資一任契約に係る議決権等行使指図の適

正な行使について」の一部改正を行いました。改正点は、同規則の別紙「議案別議決権

行使状況」の変更です。

(2) 「常設委員会の設置について」の一部改正

平成 30 年 5 月 23 日の理事会において、「常設委員会の設置について」の一部改正を

行いました。改正点は、委員会の構成に関する規定の変更です。

６ その他の協会活動および特記事項

(1) スチュワードシップに関する活動

(ア) 金融庁 スチュワードシップ・コード及びコーポレートガバナンス・コードのフォ

ローアップ会議について

  

「未来投資戦略 2018」（平成 30 年 6 月 15 日閣議決定）において、「環境変化に応

じた経営判断、戦略的・計画的な投資、客観性・適時性・透明性ある CEO の選解任、

取締役会の多様性確保（ジェンダーや国際性の面を含む）、政策保有株式の縮減、企

業年金のアセットオーナーとしての機能発揮等の課題に係る状況をフォローアップ

しつつ、投資の流れにおける各主体の機能発揮に向けた方策を検討する」とされまし

た。これを受けて、金融庁と東京証券取引所を共同事務局として平成 27 年 8 月に設

置された本会議（座長：立正大学経済学部池尾和人教授）に、大場会長を含む 18 名が

メンバーとして参加し、コーポレートガバナンスの強化に向けた論点について議論が

行われ、当期中に 3 回開催されました。本会議は、平成 31 年度も引き続き開催され

る予定です。
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(イ) スチュワードシップ研究会について

投資先企業との建設的な対話を通じた中長期的な企業価値の向上等に積極的に貢

献するために、当協会が平成 23 年 10 月から開催してきたコーポレートガバナンス研

究会における議論、意見、提言等を高度化し、スチュワードシップ活動におけるベス

トプラクティス等を協会会員と共有するとともに、政府の関係機関等における議論な

どに貢献していくことを目的として、平成 30 年 1 月から、「スチュワードシップ研

究会」（会長の私的諮問機関）を組成しています。

今年度は「企業から見た投資家（運用会社）のエンゲージメント活動について」を

テーマに、以下のとおり 1 回開催されました。

平成 30 年度第 1 回  平成 31 年 1 月 23 日

ゲスト・スピーカー：安藤聡氏（オムロン㈱ 取締役）

テーマ：「オムロンにおける企業価値創造の取り組み～投資家によるエンゲージメ

ント活動への期待～」

スチュワードシップ研究会の参加メンバーは、次のとおりです。

座 長 池尾 和人 立正大学経済学部 教授

メ ン バ ー 松尾 直彦 西村あさひ法律事務所 弁護士

河村 賢治 立教大学大学院法務研究科 教授

大場 昭義 一般社団法人 日本投資顧問業協会 会長

専門ﾒﾝﾊﾞｰ 荻原  亘 野村ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 執行役員 運用調査副本部長 株式CIO

藏本 祐嗣 大和住銀投信投資顧問㈱ 責任投資ｵﾌｨｻｰ

豊田 一弘 ｼｭﾛｰﾀﾞｰ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 日本株式ﾌｧﾝﾄﾞﾏﾈｼﾞｬｰ

中野 次朗 日興ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 株式運用部長

平山 賢一 東京海上ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 執行役員 運用本部長

桝田 明敏 ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ One㈱ 常務執行役員 運用本部長

水澤 祥一 JP ﾓﾙｶﾞﾝ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 取締役兼株式運用本部長

（所属・役職は開催当時のもの）

(ウ) スチュワードシップ・コードの対応等に関するアンケートについて

会員の日本版スチュワードシップ・コードに対する受入れ表明状況および会員の体

制整備状況等の把握を行い、実効性あるスチュワードシップ活動の普及・定着を図る

ことにより、日本におけるコーポレートガバナンスの向上に貢献することを目的とし

て「日本版スチュワードシップ・コードへの対応等に関するアンケート（第５回）」

を平成 30 年 9 月 26 日に実施しました。当アンケートの結果は、「日本版スチュワー

ドシップ・コードへの対応等に関するアンケート（第５回）の結果について（平成 30

年 10 月実施分）」として取りまとめ、同年 12 月 19 日の第 383 回理事会に報告の後、

協会ホームページへ掲載することにより公表しました。
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同アンケート結果については、金融庁企画市場局企業開示課および監督局証券課資

産運用室を訪問して説明し、意見交換を行いました。

(2) 資産運用業協議会について

金融行政方針等に、家計の安定的な資産形成推進に向けた「顧客本位の業務運営」の

確立と定着、ガバナンス改革の更なる推進を通じた企業価値の向上、資産運用業の高度

化などが採り上げられ、資産運用業に対する社会的な期待が高まっている中、投資信託

協会および当協会が連携して資産運用業の発展に取り組むため、平成 29 年 9 月、両協

会の会長の下に、「資産運用業協議会」（議長：両協会会長）を設置しました。

本協議会は、当期中に、以下のとおり 5 回開催されました。

平成 30 年度第１回 協議会  平成 30 年 5 月 31 日

①スチュワードシップ活動における自己評価等について

②パッシブ運用（ETF を含む）におけるエンゲージメント活動について

③資産運用会社における KPI（Key Performance Indicator）について

平成 30 年度第２回 協議会  平成 30 年 9 月 19 日

・資産運用会社への期待と課題

  （ゲストスピーカー）

   年金積立金管理運用独立行政法人 理事長 髙橋則広氏

   企業年金連合会 理事 濱口大輔氏

平成 30 年度第３回 協議会  平成 30 年 10 月 11 日

（第４回ファンドラップ研究会との合同開催）

・各社のファンドラップ業務におけるベストプラクティスに向けた取組みについて

平成 30 年度第４回 協議会  平成 31 年 2 月 6 日

・資産運用業の高度化について

平成 30 年度第５回 協議会  平成 31 年 2 月 8 日

・資産運用業の高度化について

(3) ファンドラップ研究会について

ファンドラップを提供している会員自らが「顧客本位の業務運営」のあり方について

検討するとともに、国民の安定的な資産形成の観点からファンドラップを幅広く議論す

る場として、平成 28 年 10 月から、「ファンドラップ研究会」を組成しています。本研

究会は、和仁亮裕弁護士（伊藤見富法律事務所シニア・カウンセラー）を座長、惠谷浩

紀弁護士（伊藤見富法律事務所）を座長代理とし、ファンドラップ業者数社および協会
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事務局等をメンバーとして構成されています。

本研究会は、当期中に、以下のとおり 1 回開催されました。

第４回ファンドラップ研究会  平成 30 年 10 月 11 日

（平成 30 年度第３回資産運用業協議会との合同開催）

・各社のファンドラップ業務におけるベストプラクティスに向けた取組みについて

(4) TCFD への賛同

  協会は、企業の気候関連財務情報がスチュワードシップ活動においても今後さらに重

要視されるものと考え、会員の更なるスチュワードシップ活動の推進をサポートするこ

とで、我が国のインベストメント・チェーンにおける好循環の創出、および持続可能な

社会の実現に貢献するため、平成 31 年 2 月 7 日、金融安定理事会（FSB）によって設立

された TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）の提言に賛同の意を表明しまし

た。

(5) 法務省 法制審議会会社法制（企業統治等関係）部会について

法制審議会総会第 178 回会議において、諮問第 104 号「近年における社会経済情勢の

変化等に鑑み、株主総会に関する手続の合理化や、役員に適切なインセンティブを付与

するための規律の整備、社債の管理の在り方の見直し、社外取締役を置くことの義務付

けなど、企業統治等に関する規律の見直しの要否を検討の上、当該規律の見直しを要す

る場合にはその要綱を示されたい。」を調査審議するために「法制審議会会社法制（企

業統治等関係）部会」が、平成 29 年 4 月、法務省に設置されました（部会長：学習院

大学法科大学院神田秀樹教授）。本部会には、東京海上アセットマネジメント(株)柳澤

祐介運用本部付部長を含む 32 名が委員・幹事として参加し、当期中に 9 回開催され、

第 19 回会議（平成 31 年 1 月 16 日）において、「会社法制（企業統治等関係）の見直

しに関する要綱案」が取りまとめられました。

これに先立ち、第 10 回会議（平成 30 年 2 月 14 日）において取りまとめられ、同年

2 月 28 日、事務当局である法務省民事局参事官室からパブリックコメントに付された

「会社法制（企業統治等関係）の見直しに関する中間試案」に対して、協会は、会員各

社の意見を募り、株主総会資料の電子提供制度、社外取締役を置くことの義務付け等に

関する意見書を、同年 4 月 11 日に、提出しました。第 11 回会議（平成 30 年 5 月 9 日）

において、事務当局から、寄せられた意見の概要が示されました。

(6) 金融庁 市場ワーキング・グループについて

市場ワーキング・グループは、平成 28 年 4 月に麻生金融担当大臣より「市場・取引

所を巡る諸問題に関する検討」との諮問を受け、金融審議会のもとに設置され、関係者

からヒアリング等を行いながら、顧客本位の業務運営や取引の高速化等について審議を
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行い、同年 12 月に報告書を公表し、以降、金融庁が「投資信託の販売会社における比

較可能な共通 KPI」（平成 30 年 6 月）を公表するなど顧客本位の業務運営を推進し、

また、「高齢社会における金融サービスのあり方（中間的なとりまとめ）」（平成 30 年

7 月）の公表など、「国民の安定的な資産形成」に向けた取組みを進めてきたところ、

平成 30 年 9 月に「高齢社会における金融サービスのあり方」など「国民の安定的な資

産形成」を中心に更に議論を深めるため、本ワーキング・グループ（座長：学習院大学

大学院法務研究科神田秀樹教授）が再開されることとなりました。本ワーキング・グル

ープは当期中に 8 回開催され、当協会もオブザーバーとして参加しました。

(7) 経済産業省 CGS 研究会（第 2 期）について

経済産業省が平成 29 年 3 月に策定した「コーポレート・ガバナンス・システムに関

する実務指針（CGS ガイドライン）」のフォローアップを行い、また、グループガバナ

ンスについての考え方や実務の在り方について、ベストプラクティスの収集・分析等を

通じて検討を行うため、平成 29 年 12 月、経済産業省に「CGS 研究会（第 2 期）」（座

長：学習院大学大学院法務研究科神田秀樹教授）が設置され、大場会長を含む 26 名が

委員として参加しました。本研究会は、平成 30 年 5 月に中間整理を取りまとめ、これ

を受けて経済産業省は同年 9月 28 日に CGS ガイドラインを改訂しました。本研究会は、

当期中に 11 回開催され、来年度も引き続き開催される予定です。

(8) 環境省 ESG 金融懇談会等について

パリ協定や SDGs から発せられる長期的なさまざまなシグナルを大きな背景として、

持続可能性を巡る ESG 課題を考慮した資金の流れが、世界的かつ急速に広がってきてい

る状況を踏まえ、新しい時代、新しい成長の創造に向けて広く金融市場からのアプロー

チや取組みの方向性等を探るべく、国においてもその流れを一段と広げていくため、平

成 29 年 12 月、環境省に「ESG 金融懇談会」が設置され、大場会長を含む 20 名が委員と

して参加しました。本懇談会は、当期中に 4 回開催され、平成 30 年 7 月 27 日に議論の

内容を取りまとめた提言を公表しました。

上記 ESG 金融懇談会提言において、「金融・投資分野の各業界トップと国が連携し、

ESG 金融に関する意識と取組を高めていくための議論を行い、行動する場として『ESG

金融ハイレベル・パネル』（仮称）を設置」するとされ、これを受けて平成 31 年 2 月、

環境省に「ESG 金融ハイレベル・パネル」が設置され、大場会長を含む 21 名が委員とし

て参加し、当期中に 1 回開催されました。

我が国においては、現在 ESG 金融知識に関する統一的な基準がなく、機関投資家が

ESG（特に E）をどのように投資プロセスに反映させればいいか分からないとして、実務

的な知見の共有を要望する声が多く挙がっていること、また、企業側や金融商品の販売

側等においても、ESG 金融についての知識にばらつきがあり、ESG 金融リテラシー向上

に向けた検討を行う必要が生じていることから、環境省は、NPO 法人日本サステナブル

投資フォーラム（JSIF）と連携し、PRI（Principles for Responsible Investment：責
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任投資原則）が提供する PRI アカデミーを参考として、今後 ESG 教育プログラムを構築

し、人材育成支援を行っていくために、平成 31 年 3 月 22 日、「平成 30 年度 ESG 金融

リテラシー向上に向けた意見交換会」が開催され、当協会事務局担当者が参加しました。

(9) 経済産業省 統合報告・ESG 対話フォーラムについて

「新しい経済政策パッケージ」（平成 29 年 12 月 8 日閣議決定）において、「ESG（環

境、社会、ガバナンス）投資の重要性に鑑み、環境情報等の企業経営に係る情報開示基

盤の整備、投資家と企業が対話する『統合報告・ESG 対話フォーラム（仮称）』等の速

やかな創設を行う」とされたことを受けて、経済産業省に「統合報告・ESG 対話フォー

ラム」（モデレーター：一橋大学大学院経営管理研究科伊藤邦雄特任教授）が平成 29 年

12 月に設置され、当協会事務局担当者がオブザーバーとして参加しました。本フォーラ

ムは、当期中に 1 回開催され、平成 30 年 5 月 18 日に議論の内容を取りまとめた報告資

料を公表しました。

(10) 経済産業省 SDGs 経営／ESG 投資研究会について

昨今の企業における SDGs に係る意識の高まりや国際的な ESG 投資の拡大といった流

れを踏まえ、SDGs を如何にして経営に取り込み、ESG 投資の呼び込みにつなげていくか

に焦点を当てた「SDGs 経営／ESG 投資研究会」（座長：一橋大学大学院経営管理研究科

伊藤邦雄特任教授）が平成 30 年 11 月、経済産業省に設置され、当協会事務局担当者が

オブザーバーとして参加しました。本研究会は、当期中に 5 回開催されました。

(11) 海外実態調査

平成 30 年 10 月から 11 月に、大場会長が、英国の資産運用業界について分析した

Asset Management Market Study の影響と運用会社の対応状況等について調査するため

にロンドンに、また、EU の運用会社に対する規制である MiFID Ⅱの導入後の状況や ESG

に関する運用の現状等について調査するためにフランクフルトに出張しました。ロンド

ンでは、Asset Management Market Study を作成した Financial Conduct Authority

（FCA：金融行動監視機構）、資産運用業の業界団体である The Investment Association、

投資信託の世界的な業界団体である ICI (Investment Company Institute) Global、英

国の大手運用会社 2 社と意見交換を行い、フランクフルトでは、資産運用業の業界団体

である BVI、ドイツの大手運用会社 1 社と意見交換を行いました。

(12) 当局等に対する意見提出

以下の各改正案等につき、会員各社の意見を募り、意見書を提出しました。

① コーポレートガバナンス・コードの改訂と投資家と企業の対話ガイドラインの策定
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平成 30 年 3 月 26 日に金融庁から公表された「コーポレートガバナンス・コード

の改訂と投資家と企業の対話ガイドラインの策定について」に対して、会員各社の

意見を募り、全体としては賛意を表明するとともに、資本コストに対する考え方を

確認する意見書を、同年 4 月 25 日、同庁総務企画局企業開示課および東京証券取

引所上場部に提出しました。同年 6 月 1 日に、同庁および同取引所から意見募集結

果等が公表され、確認を求めた事項について同庁および同取引所の考え方が示され

ました。

② 会社法制（企業統治等関係）の見直しに関する中間試案

前出６(5）「法務省 法制審議会会社法制(企業統治等関係)部会について」を参照。

③ 市場構造の在り方等の検討に係る意見募集

平成 30 年 12 月 21 日に東京証券取引所から公表された「市場構造の在り方等の

検討に係る意見募集」に対して、会員各社の意見を募り、目的に賛意を表明した上

で、十分な移行期間の検討を求める等の意見書を、平成 31 年 1 月 31 日、同取引所

上場部に提出しました。

(13) 法令等違反行為事例集等の作成

「自主規制基準及び法令違反行為等に係る会員の資料提出及び届出等に関する規則」

第 3 条第 2 項に基づき、平成 29 年 10 月 1 日から平成 30 年 3 月 31 日まで、平成 30 年

4 月 1 日から平成 30 年 9 月 30 日までの、それぞれの期間に協会あて報告のあった事例

を「協会宛届出のあった法令違反行為等の事例集」として取りまとめ、会員あて情報還

元しました。

また、「個人情報の保護に関する取扱指針」第 22 条第 1 項に基づき、平成 29 年 4 月

1 日から平成 30 年 3 月 31 日までの期間に協会あて報告のあった事例を取りまとめた

「協会宛報告のあった個人情報漏えいの事例集」を作成し、会員あて情報還元しました。

(14) 会員監査の実施

会員の業務運営の適切性・健全性を確保することを目的として、投資運用会員 3 社、

投資助言・代理会員 33 社に対して、臨店による監査を実施し、必要に応じて改善指導

を行いました。

なお、投資助言・代理会員に対する会員監査での主要な指摘事項については、投資助

言・代理会員セミナー等において投資助言・代理会員に還元しました。

(15) 当局との意見交換会等

① 当局との意見交換会の開催

平成 30 年 10 月 24 日および平成 31 年 2 月 27 日、金融庁総合政策局、企画市場局、
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監督局および証券取引等監視委員会の幹部と協会役員との意見交換会を開催しまし

た。当日は、金融庁および証券取引等監視委員会の幹部から、協会の各種取組への期

待、資産運用業の高度化、顧客本位の業務運営の確立、マネー・ローンダリング等対

策等についての説明があり、その後意見交換を行いました。

② 証券取引等監視委員会への業務説明

平成 30 年 11 月 20 日、証券取引等監視委員会に対し、協会の活動状況等について

業務説明を行い、その後意見交換を行いました。

③ 関東財務局への業務説明

平成 30 年 11 月 16 日、関東財務局に対し、協会の活動状況等について業務説明を

行い、その後意見交換を行いました。

④ 投資運用会員会員代表者研修会における金融庁長官の講演

平成 31 年 3 月 22 日、投資運用会員会員代表者研修会において、遠藤俊英金融庁長

官から、「今後の金融行政の方向性」というテーマでご講演いただきました。講演で

は、金融行政の重点施策、金融行政の改革等について解説いただきました。

⑤ 総会後の証券取引等監視委員会事務局長の講演

平成 30 年 6 月 21 日、定時総会終了後、証券取引等監視委員会の森田宗男事務局長

から、「証券取引等監視委員会の活動状況と今後の課題について」というテーマでご

講演をいただきました。講演では、証券取引等監視委員会の活動状況と資産運用業界

に対する期待等について解説いただきました。

(16) 広報活動

協会では、投資運用業および投資助言・代理業に対する理解の促進のため、次のとお

り、啓蒙、宣伝を行っています。

① 協会パンフレットの作成

投資運用業および投資助言・代理業の啓蒙および協会活動のＰＲを目的として、協

会の事業、機構等を概説したパンフレットを作成し、会員・投資家等へ配布していま

す。平成 30 年 7 月に平成 30 年度版パンフレットを作成・配布しました。

② 協会ホームページの運営

協会の活動などをタイムリーに紹介するため、協会ホームページを運営していま

す。一般向けには各種情報を随時掲載し、また、会員向けには情報・内容の充実に努

めました。
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③ プレス発表

平成 30 年度のプレス発表は、次のとおりです。

日  付 発   表   内   容 発表場所

平成30年 6月 6日 定例統計資料（平成 30 年 3 月末） 兜倶楽部

平成30年 6月21日 定時総会開催結果の報告 兜倶楽部

平成30年 9月 5日 定例統計資料（平成 30 年 6 月末） 兜倶楽部

平成30年12月 5日 定例統計資料（平成 30 年 9 月末） 兜倶楽部

平成31年 3月 7日 定例統計資料（平成 30 年 12 月末） 兜倶楽部

④ プレス記者等との懇談会

平成 30 年 11 月 15 日、プレス各紙の記者の方々と協会役員との懇談会を開催しま

した。当日は業界の現状、協会の活動状況等について、記者の方々と協会役員との間

で活発な意見交換を行いました。

⑤ 広報誌「投資顧問」

昭和 63 年の創刊以降、協会の活動、動きなどを幅広く、分かりやすく簡潔に紹介

する広報誌「投資顧問」を発行してきましたが、協会ホームページのより一層の充実

等を図ることで、協会活動等に関する情報を発信することとし、平成 30 年 5 月 10 日

に発行した第 90 号をもって休刊としました。

(17) 開示・統計について

① 投資運用会社要覧

年金基金等の投資家に対し、投資運用会員の概況をディスクローズすることを目

的として、「投資運用会社要覧」を発行しています。当期は、平成 30 年 6 月 30 日時

点で投資運用業の登録を受けている会員 285 社の概況を取りまとめた平成 30 年版を

平成 30 年 9 月 30 日に発行しました。

② 投資助言・代理会員台帳

投資家の閲覧に供するため、「投資助言・代理会員台帳」を作成し、事務局に常備

するとともに、協会ホームページに掲載しています。本年度も改訂作業を行い、平成

30 年 12 月から改訂版を開示しています。

③ 統計

協会では、会員の適正な業務運営の一助とし、また、投資運用業および投資助言・

代理業に対する社会からの理解の向上に資するため、統計資料を作成し、公表して

います。平成 30 年度に作成し、公表した統計は、次のとおりです。
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統  計 主な区分 データの時期

投資運用業者の役職員状況 人員数、平均経験年数 平成 30 年 3 月末

投資運用業に係る契約状況 投資一任契約、投資助言契約、ファ

ンド運用の業務別の合計、件数、金

額、伸び率

平成 30 年 3・6・

9・12 月末

投資運用業に係る契約資産の

投資対象別運用状況

件数、金額、伸び率、金額構成比 平成 30 年 3・6・

9・12 月末

投資運用業に係る契約資産の

規模別分布状況

件数、金額、伸び率、金額構成比 平成 30 年 3・6・

9・12 月末

投資運用業に係る契約資産の

国・地域別運用状況

日本・米国・欧州・アジア・その他

別での金額、伸び率、構成比

平成 30 年 3・6・

9・12 月末

投資運用業に係るデリバティ

ブ取引の状況

市場デリバティブ、店頭デリバティ

ブ、外国市場デリバティブの残高

平成 30 年 3・6・

9・12 月末

協会会員数の推移 投資運用会員、投資助言・代理会員 平成 30 年 3・6・

9・12 月末

苦情・相談の状況 会員、非会員、合計 平成 30 年 3・6・

9・12 月末

④ 情報還元

上記③の統計のほか、次の統計を作成し、会員あて情報還元しました。

統  計 主な区分 データの時期

投資運用会員の収支状況 投資顧問・ファンド運用部

門、全体

平成30年 3月末

投資運用業に係る顧客種類別契約資産

状況

投資一任契約・投資助言契

約別の件数、金額、構成比

平成 30 年 3・6・

9・12 月末

投資運用業に係る委託等契約資産状況 件数、金額 平成 30 年 3・6・

9・12 月末

投資運用業に係る年金・種別契約状況 件数、金額、伸び率 平成 30 年 3・6・

9・12 月末

投資運用業に係る絶対収益獲得を目的

とする運用による受託状況

平成 30 年 3・6・

9・12 月末

契約状況（ラップ業務） 新規契約、解約の件数、金

額

平成 30 年 3・6・

9・12 月末

(18) 研修活動

① 各種研修

協会では、会員の資質の向上と資産運用に関する実務能力・専門性の一層のレベル

アップを図るため、各種研修を実施しています。平成 30 年度は、以下の研修を実施

しました。

(注）講師の所属名、役職名等は、研修実施時のもの。
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a.投資運用会員代表者研修

テーマ（開催日） 講師

今後の金融行政の方向性

（平成 31 年 3 月 22 日）
金融庁長官      遠藤俊英氏

b.投資助言・代理会員セミナー

テーマ（開催日・開催地区） 講師

「投資助言・代理会員の業務上の留意点」等

（平成 31 年 3 月 6 日：福岡地区）

福岡財務支局理財部

金融監督第三課長  小畑正浩氏

協会事務局

「最近の証券検査の状況について」等

（平成 31 年 3 月 12 日：近畿地区）

近畿財務局

証券検査指導官    牧野崇子氏

協会事務局

「投資助言・代理会員の業務上の留意点」等

（平成 31 年 3 月 14 日：東海地区）

協会事務局

「投資助言・代理業者に対する監督につい

て」等

（平成 31 年 3 月 20 日：関東地区）

関東財務局理財部

証券監督第二課長  横井薫氏

協会事務局

       c.法令・自主規制ルール等に関する研修

テーマ（開催日） 講師

最近における証券取引等監視委員会の検査

状況について

（平成 30 年 10 月 25 日）

証券取引等監視委員会事務局

証券検査課長    原田実氏

金融庁コンプライアンス・リスク管理のディ

スカッションペーパーを踏まえたコンプラ

イアンス・リスク管理と今後の不動産投資運

用業、助言・代理業の態勢整備の課題

（平成 31 年 2 月 18 日）

長島・大野・常松法律事務所

弁護士       梅澤拓氏

d.ＦＭアナリスト研修

テーマ（開催日） 講師

CSV 時代の企業経営の潮流

（平成 30 年 11 月 5 日）

モニターデロイト

執行役員パートナー 藤井剛氏

e.個人情報の適正な取扱いの確保に関する研修

テーマ（開催日） 講師

いわゆる「補完的ルール」および「『個人

情報保護法ガイドライン』に関する Q&A」

について

（平成 31 年 2 月 25 日）

個人情報保護委員会  事務局

参事官補佐・弁護士 北山昇氏
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f.反社会的勢力への対応に関する研修

テーマ（開催日） 講師

投資顧問業者における反社会的勢力の排除

－近時の裁判例の傾向を踏まえた暴力団排

除条項の活用－

（平成 30 年 11 月 30 日）

弁護士法人宮崎綜合法律事務所

弁護士       石塚智教氏

    g.その他研修

テーマ（開催日） 講師

不祥事関連プリンシプルについて

（平成 30 年 5 月 22 日）

日本取引所自主規制法人

理事長       佐藤隆文氏

証券取引等監視委員会の活動状況と今後の

課題について

（平成 30 年 6 月 21 日）

証券取引等監視委員会

事務局長      森田宗男氏

金融庁のサイバーセキュリティに関する取

組と投資顧問業におけるリスク評価のあり

方

（平成 30 年 12 月 14 日）

株式会社東証コンピュータシステム

リスクマネジメント室 サイバー

セキュリティスペシャリスト

           菅原昭伸氏

② 新入会員向けオリエンテーション

新たに入会した会員に対して、法令等諸規則の遵守意識の向上を目的として、自主規制

ルールの概要、業務上の留意点などを内容とするオリエンテーションを実施しています。

平成 30 年度は、投資運用会員向けオリエンテーションを 8 回、投資助言・代理会員向け

オリエンテーションを 6 回実施しました。

(19) 大学生向け資産運用に関する寄附講座の開設

将来の資産運用業界を担う人材の育成および資産運用についての啓蒙活動を推進して

いくため、投資信託協会と共同で寄附講座を開設しています。平成 30 年度においては、

早稲田大学、一橋大学、大阪大学、京都大学、神戸大学、名古屋大学および東北大学に

おいて寄附講座を開設しました。いずれの大学においても、アセットマネジメント・ビ

ジネスの最先端に立つ実務家や研究者が講師となり、資産運用に関する知識のみならず

ビジネスの実態に至るまで幅広い分野について講義が行われました。

早稲田大学

講 座 名 ：アセットマネジメント（資産運用）の世界

設置年度：平成 17 年度～

開 設 期 ：後期（全 15 回）

対 象 者 ：全学部、全学年の受講希望者（登録者数、294 名）

担当教員：宇野淳 早稲田大学大学院経営管理研究科教授
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一橋大学

講 座 名 ：アセットマネジメント論

設置年度：平成 18 年度～

開 設 期 ：前期（全 13 回）

対 象 者 ：商学部、経済学部、法学部 3・4 年の受講希望者

（登録者数、69 名）

担当教員：林康史 一橋大学非常勤講師

大阪大学

講 座 名 ：アセットマネジメントの理論と実務

設置年度：平成 19 年度～

開 設 期 ：前期（全 15 回）

対 象 者 ：経済学部 3・4 年の受講希望者（登録者数、61 名）

担当教員：福重元嗣 大阪大学大学院経済学研究科教授

京都大学

講 座 名 ：アセットマネジメントの実務と法

設置年度：平成 20 年度～

開 設 期 ：後期（全 14 回）

対 象 者 ：経済学部、法学部 3・4 年の受講希望者(登録者数、167

名)

担当教員：砂川伸幸 京都大学経営管理大学院教授

前田雅弘 京都大学大学院法学研究科教授

神戸大学

講 座 名 ：アセットマネジメント（資産運用）の理論と実務

設置年度：平成 22 年度～

開 設 期 ：前期（全 14 回）

対 象 者 ：経済学部 2・3・4 年の受講希望者（登録者数、218 名）

担当教員：難波明生 神戸大学大学院経済学研究科教授

名古屋大学

講 座 名 ：アセットマネジメント概論

設置年度：平成 24 年度～

開 設 期 ：後期（全 14 回）

対 象 者 ：経済学部 2・3・4 年の受講希望者（登録者数、146 名）

担当教員：木村彰吾 名古屋大学大学院経済学研究科教授

東北大学

講 座 名 ：アセットマネジメント

設置年度：平成 26 年度～

開 設 期 ：後期（全 14 回）

対 象 者 ：経済学部 2・3・4 年の受講希望者（登録者数、263 名）

担当教員：秋田次郎 東北大学大学院経済学研究科教授

(20) 見舞金の拠出

協会は、平成 30 年 7 月に西日本で発生した豪雨により被災された方々に対し、日本

赤十字社を通じて、200 万円を見舞金として拠出しました。
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Ⅳ．苦情・相談およびあっせんの状況

協会は、金融商品取引法第 78 条第 2 項第 4 号および第 5 号ならびに定款第 4 条第 1 項第

4 号および第 5 号の規定に基づく苦情・相談およびあっせんに関する業務を、「特定非営利

活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター」（フィンマック）に業務委託しています。

フィンマックからの情報還元に基づく当期中の苦情・相談およびあっせんの受付状況、内

容は、次のとおりです。

(1) 苦情・相談およびあっせんの受付状況（平成 30 年 4 月～平成 31 年 3 月）

                     （単位：件）

区分 投資運用会員 投資助言・代理会員 その他 合計

苦  情     25 29 0 54

相  談     65 76 25 153

あっせん   1 5 0      6

合  計    91 110 25 213

（注）「その他」には、一般的な問合せや非会員に対する苦情･相談を記載（以下同じ）。

(2) 苦情の内容（平成 30 年 4 月～平成 31 年 3 月）

                        （単位：件）

区分 投資運用会員 投資助言・代理会員 その他 合計

(1) 勧誘･契約に関する苦情

(2) 途中解約に関する苦情

(3) 運用、助言内容の苦情

(4) 契約不履行等

(5) その他の苦情

   11

    8

    2

    0

    4

3

14

10

1

1

0

0

0

0

0

14

22

12

  1

5

合  計 25 29 0 54

(3) 相談の内容（平成 30 年 4 月～平成 31 年 3 月）

                           （単位：件）

区分 投資運用会員 投資助言・代理会員 その他 合計

(1) 業者の内容

(2) 契約・勧誘に関する相談

(2) 途中解約に関する相談

(3) 運用、助言内容の相談

(4) その他の相談

    0

19

20

   11

   15

9

16

16

16

19

0

0

2

3

7

9

35

38

30

41

合  計    65 76 12 153
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Ⅴ．協会の概要

１ 役員

会 長     
（理  事） 大 場 昭 義 元東京海上ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ株式会社社長

副 会 長     
（理  事） 松 井 昭 憲 ﾋﾟﾑｺｼﾞｬﾊﾟﾝﾘﾐﾃｯﾄﾞ 取締役兼最高経営責任者

副 会 長     
（理  事） 渡 邊 国 夫 野村ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ株式会社 CEO兼執行役社長

副 会 長     
専 務 理 事 岡 田 則 之 元東京国税局長

理   事     相 澤 淳 一 大和証券株式会社 専務取締役

理   事     岩 永 守 幸 株式会社東京証券取引所 取締役 専務執行役員

理   事     宇 野 淳 早稲田大学大学院 経営管理研究科教授

理   事     川合美智 子 株式会社ﾜｶﾊﾞﾔｼｴﾌｴｯｸｽｱｿｼｴｲﾂ 代表取締役

理   事     杉 江 潤 一般社団法人 投資信託協会 副会長専務理事（元東京国税局長）

理   事     冨 川 秀 二 三井不動産投資顧問株式会社 代表取締役社長

理   事     内 藤 伸 浩 一般社団法人不動産証券化協会 専務理事

理   事     名 取 秀 彦 三井住友ﾄﾗｽﾄ不動産投資顧問株式会社 代表取締役社長

理   事     平 田 公 一 日本証券業協会 専務執行役

理   事     豊 貴 伸 一 株式会社ｼﾞｬﾌｺ 取締役社長

理   事     松 下 睦 MU投資顧問株式会社 取締役社長

理   事     松 田 昇 元預金保険機構 理事長 弁護士（元最高検察庁刑事部長）

理   事     村 上 卓 生 みずほ信託銀行株式会社 執行役員 年金業務部長

理   事     望 月 英 明 UOB ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼﾞｬﾊﾟﾝ株式会社 代表取締役CEO

理   事     森 本 紀 行 HCｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ株式会社 代表取締役社長

理   事     山 内 英 貴 株式会社GCI ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 代表取締役 CEO

理   事     山 口 裕 之 損保ｼﾞｬﾊﾟﾝ日本興亜ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ株式会社 代表取締役社長

理   事     山本誠一 郎 ｱﾗｲｱﾝｽ･ﾊﾞｰﾝｽﾀｲﾝ株式会社 代表取締役社長

監   事     奥 山 弘 幸 前日本公認会計士協会 常務理事 公認会計士

監   事     奥 本 郷 司 富国生命投資顧問株式会社 代表取締役社長

監   事     綿 川 昌 明 岡三ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ株式会社 代表取締役社長

（原則として、就任時の所属名・役職名で記載）
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また、当期中に以下のとおり役員の異動がありました。

退任…平成 31 年 3 月 27 日付

理 事    山本誠一 郎（ｱﾗｲｱﾝｽ･ﾊﾞｰﾝｽﾀｲﾝ株式会社 代表取締役会長）

退任…平成 31 年 3 月 31 日付

理 事    相 澤 淳 一（大和証券株式会社 専務取締役）

退任…平成 31 年 3 月 31 日付

理 事    岩 永 守 幸（株式会社東京証券取引所 取締役 専務執行役員）

退任…平成 31 年 3 月 31 日付

理 事    松 下 睦（MU投資顧問株式会社 取締役社長）

退任…平成 31 年 3 月 31 日付

理 事    山 口 裕 之（損保ｼﾞｬﾊﾟﾝ日本興亜ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ株式会社 代表取締役社長）

退任…平成 31 年 3 月 31 日付

理 事    渡 邊 国 夫（野村ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ株式会社 CEO兼執行役社長）
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２ 会員

平成 31 年 3 月 31 日現在の会員数は 777 社でした。

会員数と登録財務局別会員数は、次のとおりです。

(1) 会員数

平成 31 年 3 月 31 日 (参考)平成 30 年 3 月 31 日

会    員    数 ７７７（＋１０） ７６７

うち投資運用会員 ２９７（＋１２） ２８５

うち投資助言・代理会員 ４８０（－ ２） ４８２

(2) 登録財務局別会員数の内訳（平成 31 年 3 月 31 日現在）

財   務   局   名 会    員    数

うち投資運用会員 うち投資助言・代理会員

関 東 財 務 局 ６９２ ２８６ ４０６

近 畿 財 務 局 ４０ ６ ３４

東 海 財 務 局 １２ １ １１

北 海 道 財 務 局 ４ ０ ４

東 北 財 務 局 ４ ０ ４

北 陸 財 務 局 １ ０ １

中 国 財 務 局 ５ １ ４

四 国 財 務 局 ３ ０ ３

九 州 財 務 局 ２ ０ ２

福 岡 財 務 支 局 １３ ３ １０

沖 縄 総 合 事 務 局 １ ０ １

合       計 ７７７ ２９７ ４８０
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(3) 会員名簿（平成 31 年 3 月 31 日現在）

（投資運用会員）適は適格投資家向け投資運用業務を行う会員

ｱｰｸ東短ｵﾙﾀﾅﾃｨﾌﾞ㈱

あいｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

藍澤證券㈱

㈱ｱｳﾞｧﾙｾｯｸ

Acadian Asset Management(Japan)

ｱｸｻ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾏﾈｰｼﾞｬｰｽﾞ㈱

ｱｸﾞﾘﾋﾞｼﾞﾈｽ投資育成㈱

適 あけぼの投資顧問㈱

朝日ﾗｲﾌｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

ｱｼﾞﾘﾃｨｰ･ｱｾｯﾄ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ㈱

あすかｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

ｱｽﾞｶﾙｱｾｯﾄﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ㈱

ｱｽﾄﾏｯｸｽ投信投資顧問㈱

ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ One㈱

ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ One ｵﾙﾀﾅﾃｨﾌﾞｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ㈱

ｱｯｼｭﾓｱｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

適 ｱﾄﾑ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

ｱﾊﾞﾃﾞｨｰﾝ･ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ㈱

ｱﾌﾗｯｸ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

ｱﾑﾝﾃﾞｨ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

ｱﾗｲｱﾝｽ･ﾊﾞｰﾝｽﾀｲﾝ㈱

ｱﾘｱﾝﾂ･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｲﾝﾍﾞｽﾀｰｽﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

㈱ｱﾘｽﾀｺﾞﾗ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ

ｱﾙﾌｧｼﾞｬﾊﾟﾝｱｾｯﾄｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ㈱

ｱﾙﾌｧﾀﾞｲﾝ･ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ

ｱﾙﾌｧﾚｵ㈱

EGW ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

ｲｰｽﾄｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ㈱

池田泉州投資顧問㈱

いちよしｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

いちよし証券㈱

㈱ｲﾃﾞﾗｷｬﾋﾟﾀﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

ｲﾄｰﾋﾟｱ･ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

ｲﾝﾍﾞｽｺ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

適 ㈱ｳﾞｧﾚｯｸｽ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ

㈱ｳｨｽﾞ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ

適 ｳｨﾝﾄﾝ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

ｳｴｽﾀﾝ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

上田八木証券㈱

ｳｴﾘﾝﾄﾝ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ﾋﾟｰﾃｨｰｲｰ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ

ｳｴﾙｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ㈱

㈱ｳｴﾙｽ･ｽｸｴｱ

ｳｪﾙｽﾅﾋﾞ㈱

適 Wealth Management㈱

ASA ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

HSBC投信㈱

HCｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

HJｱｾｯﾄ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ㈱

ｴｲﾄ証券㈱

AIFAM ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

ｴｰ･ｱｲ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱

AIG ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

㈱ｴｰ･ｴﾑ･ﾌｧﾝﾄﾞ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

AQR ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ

㈱SMBC信託銀行

SMBC日興証券㈱

SGｱｾｯﾄﾏｯｸｽ㈱

SBI ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

SBI ｴｽﾃｰﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

適 SBI ｵﾙﾀﾅﾃｨﾌﾞ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ㈱

SBI ﾎﾞﾝﾄﾞ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

SBS ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

SPC ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

NNｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ㈱

NTT都市開発投資顧問㈱

NYT ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ㈱

恵比寿ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱

ｴﾋﾟｯｸ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ㈱

㈱FA第一投資顧問

FGI ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ㈱

MFS ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

MCP ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱
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MUL不動産投資顧問㈱

MU投資顧問㈱

LCR不動産投資顧問㈱

㈱LCﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ

ｵｰｸｽ投資顧問㈱

ｵｰﾋﾞｽ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ㈱

ｵｰﾙﾆｯﾎﾟﾝ･ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

岡三ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

㈱お金のﾃﾞｻﾞｲﾝ

ｵﾘｯｸｽ不動産投資顧問㈱

ｶｽﾀﾏｲﾄ㈱

ｶﾚﾗｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

関電ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

ｷｬﾋﾟﾀﾙｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ㈱

GAM証券投資顧問㈱

適 きわめ投資㈱

ｸｯｼｭﾏﾝ･ｱﾝﾄﾞ･ｳｪｲｸﾌｨｰﾙﾄﾞ･ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

ｸﾞｯﾄﾞﾏﾝｼﾞｬﾊﾟﾝﾌｧﾝｽﾞ㈱

ｸﾞﾘｰﾝｵｰｸ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

ｸﾚｱｼｵﾝ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱

ｸﾚﾃﾞｨ･ｽｲｽ証券㈱

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｱﾗｲｱﾝｽ･ﾘｱﾙﾃｨ㈱

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾘﾝｸｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ㈱

京阪ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

K2 ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

Kennedy Wilson Japan㈱

ｹﾈﾃﾞｨｸｽ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ㈱

㈱玄海ｷｬﾋﾟﾀﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

公共投資顧問㈱

興和不動産投資顧問㈱

ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

ｺﾑｼﾞｪｽﾄ･ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

㈱ｻﾞｲﾏｯｸｽ不動産投資顧問

ｻｳﾞｨﾙｽﾞ･ｱｾｯﾄ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ㈱

ｻﾑﾃｨｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

さわかみ投信㈱

GIｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

㈱GCI ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

㈱GCSAM

㈱GCM

GCM ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ㈱

適 GVC ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

㈱ｼﾞｪｲ･ｳｨﾙ･ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

㈱ｼﾞｪｲ･ｳｨﾙ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ

JAG ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

JPﾓﾙｶﾞﾝ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

ｼｵｽﾞﾐｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

適 ㈱ｼﾅｼﾞｰｷｬﾋﾟﾄﾙﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ

ｼﾞｬﾅｽ･ﾍﾝﾀﾞｰｿﾝ･ｲﾝﾍﾞｽﾀｰｽﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ﾎﾃﾙ･ﾘｰﾄ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ㈱

㈱ｼﾞｬﾌｺ

適 ｼｭﾊﾞｲﾂｪﾙ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ㈱

Julius Baer Nomura Wealth Management Ltd.

ｼｭﾛｰﾀﾞｰ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

しんきんｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ投信㈱

新生ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

ｼﾝﾌﾟﾚｸｽ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

㈱ｽﾀｯﾂｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

ｽﾃｰﾄ･ｽﾄﾘｰﾄ･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ㈱

ｽﾃｰﾄ･ｽﾄﾘｰﾄ信託銀行㈱

㈱ｽﾄﾗﾃｼﾞｯｸｷｬﾋﾟﾀﾙ

ｽﾊﾟｰｸｽ･ｱｾｯﾄ･ﾄﾗｽﾄ&ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

ｽﾊﾟｰｸｽ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

㈱ｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ

住商ﾘｱﾙﾃｨ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

ｾｲﾘｭｳ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

適 ｾｷｭﾘｽ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

ｾﾌﾞﾝｼｰｽﾞｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ㈱

損保ｼﾞｬﾊﾟﾝ日本興亜ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞ･ﾘｱﾙﾃｨ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

大和企業投資㈱

大和証券㈱

大和証券投資信託委託㈱

大和ﾊｳｽ不動産投資顧問㈱

㈱大和ﾌｧﾝﾄﾞ･ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ

大和ﾘｱﾙ･ｴｽﾃｰﾄ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

ﾀｶﾗｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱



３９

匠投資顧問㈱

適 ﾀｽｸ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ㈱

ﾀｯﾁｽﾄｰﾝ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ㈱

ﾀﾜｰｽﾞﾜﾄｿﾝ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ｻｰﾋﾞｽ㈱

ﾀﾜｰ投資顧問㈱

ちばぎんｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

Challenger㈱

中銀ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

T&D ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

DBJ ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

ﾃｨｰ･ﾛｳ･ﾌﾟﾗｲｽ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

Dimensional Japan Ltd.

ﾄﾞｲﾁｪ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

東海東京ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

東急不動産ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

東京海上ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

東京ｷｬﾋﾟﾀﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

東京建物不動産投資顧問㈱

㈱ﾄﾞｰｶﾞﾝ

ﾄｰｾｲ･ｱｾｯﾄ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ㈱

TORANOTEC投信投資顧問㈱

ﾄﾞﾙﾄﾝ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

ﾅﾃｨｸｼｽ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾏﾈｰｼﾞｬｰｽﾞ㈱

南都投資顧問㈱

日興ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

日興ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾗｯﾌﾟ㈱

日神不動産投資顧問㈱

ﾆｯｾｲｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

日土地ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

日本ｴﾝｼﾞｪﾙｽﾞ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ㈱

日本ﾊﾞﾘｭｰ･ｲﾝﾍﾞｽﾀｰｽﾞ㈱

ﾆｭｰｽ証券㈱

ﾆｭｰﾊﾞｰｶﾞｰ･ﾊﾞｰﾏﾝ㈱

New York Life Investment Management Asia Limited

農中信託銀行㈱

農林中金全共連ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

農林中金ﾊﾞﾘｭｰｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ㈱

ﾉｰｻﾞﾝ･ﾄﾗｽﾄ･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ㈱

野村ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

野村證券㈱

野村信託銀行㈱

野村ﾌｧﾝﾄﾞ･ﾘｻｰﾁ･ｱﾝﾄﾞ･ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ㈱

野村不動産投資顧問㈱

Vermilion Capital Management㈱

ﾊﾟｲﾝﾌﾞﾘｯｼﾞ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ㈱

㈱長谷工不動産投資顧問

適 ﾊﾔﾃｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ㈱

ﾊﾞﾝｶﾞｰﾄﾞ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

PAG ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

BNP ﾊﾟﾘﾊﾞ･ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

BNY ﾒﾛﾝ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

PGIM ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

PGIM ﾘｱﾙｴｽﾃｰﾄ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

光証券㈱

ﾋﾟｸﾃ投信投資顧問㈱

日立投資顧問㈱

ひびき証券㈱

ﾋﾟﾑｺｼﾞｬﾊﾟﾝﾘﾐﾃｯﾄﾞ

㈱ﾋｭｰﾏｯｸｽ

ﾌｧｰｽﾄﾌﾞﾗｻﾞｰｽﾞ投資顧問㈱

ﾌｧｲﾌﾞｽﾀｰ投信投資顧問㈱

ﾌｧﾝﾄﾞｸﾘｴｰｼｮﾝ･ｱｰﾙ･ｴﾑ㈱

Fisher Investments Japan

ﾌｨﾃﾞﾘﾃｨ投信㈱

ﾌｨﾃﾞﾘﾃｨ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ｱﾝﾄﾞ･ﾘｻｰﾁ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

ﾌｨﾝﾃｯｸｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

㈱FOLIO

富国生命投資顧問㈱

適 武士道ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

㈱ﾌｭｰﾁｬｰﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ

ﾌﾞﾗｲﾄ･ｱｾｯﾄ㈱

ﾌﾟﾗｻﾞｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

ﾌﾞﾗｯｸﾛｯｸ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

ﾌﾗﾝｸﾘﾝ･ﾃﾝﾌﾟﾙﾄﾝ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ㈱

Bridge Capital Asset Management㈱

ﾌﾟﾘﾝｼﾊﾟﾙ･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｲﾝﾍﾞｽﾀｰｽﾞ㈱

ﾌﾞﾙｰﾍﾞｲ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ

ﾌﾟﾛﾌｧｳﾝﾄﾞ BMS ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱
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ﾌﾟﾛﾒｰﾃ国際投資顧問㈱

ﾍﾞｱﾘﾝｸﾞｽ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

ﾍﾞｲﾋﾞｭｰ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

ﾍﾞｽﾄﾐｯｸｽ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ㈱

ﾍﾙｽｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ㈱

Point72 Japan Limited

ﾎｰｸｽﾌﾞﾘｯｼﾞ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱

㈱ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｱ

適 HOKU㈱

ﾎﾗｲｿﾞﾝ･ｱｾｯﾄ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ㈱

㈱ﾏｰｷｭﾘｱｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ

ﾏｰｻｰ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ㈱

適 ﾏｲﾙｽﾄﾝｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

㈱ﾏｯｸｽﾘｱﾙﾃｨｰ

ﾏｯｺｰﾘｰｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

ﾏﾆｭﾗｲﾌ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

ﾏﾈｯｸｽ･ｾｿﾞﾝ･ﾊﾞﾝｶﾞｰﾄﾞ投資顧問㈱

丸紅ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

ﾏﾝ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ

みさき投資㈱

みずほ証券㈱

みずほ信託銀行㈱

みずほ不動産投資顧問㈱

三井住友ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

三井住友信託銀行㈱

三井住友ﾄﾗｽﾄ･ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

三井住友ﾄﾗｽﾄ不動産投資顧問㈱

三井物産ｵﾙﾀﾅﾃｨﾌﾞｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ㈱

三井物産ﾘｱﾙﾃｨ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

三井不動産投資顧問㈱

三菱ｱｾｯﾄ･ﾌﾞﾚｲﾝｽﾞ㈱

三菱地所投資顧問㈱

三菱商事ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

三菱UFJ国際投信㈱

三菱UFJﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ証券㈱

水戸証券㈱

Millennium Capital Management Asia Limited

明治安田ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

ﾒｯﾂﾗｰ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

ﾒｯﾄﾗｲﾌｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

ﾒﾙｺｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ㈱

森ﾋﾞﾙ不動産投資顧問㈱

ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

安田不動産投資顧問㈱

UBS ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

UBS証券㈱

UBP ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ㈱

㈱ﾕｰﾛ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ

㈱ﾕｷ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ｱﾝﾄﾞ･ﾘｻｰﾁ

ﾕﾅｲﾃｯﾄﾞ･ﾏﾈｰｼﾞｬｰｽﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

ﾕﾆ･ｱｼﾞｱｷｬﾋﾟﾀﾙｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

楽天証券㈱

楽天投信投資顧問㈱

ﾗｻﾞｰﾄﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ㈱

ﾗｯｾﾙ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ㈱

ﾘｰｶﾞﾙ･ｱﾝﾄﾞ･ｼﾞｪﾈﾗﾙ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

㈱ﾘｵ･ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

ﾘｸｿｰ投信㈱

㈱ﾘｻ投資顧問

ﾘｽﾄｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

ﾚｵｽ･ｷｬﾋﾟﾀﾙﾜｰｸｽ㈱

㈱ﾚｶﾞﾛｷｬﾋﾟﾀﾙ

ﾚｯｸﾞ･ﾒｲｿﾝ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

適 Red Phoenix Investments㈱

ﾛｰﾄﾞｽﾀｰｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱

Rogers Investment Advisors㈱

ﾛﾍﾞｺ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

ﾛﾝﾊﾞｰ･ｵﾃﾞｨｴ信託㈱

One World Asset Management㈱

（投資助言・代理会員）                          

㈱IIR

㈱IIC ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ

IFA JAPAN㈱

ｱｲｴﾑｼｰ投資顧問（渡辺 良二）
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㈱ｱｲﾈｯﾄ証券

㈱IBJ

ｱｲﾌｨｽ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

㈱ｱｲﾘﾝｸｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ

ｱｳﾞｧﾄﾚｰﾄﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

あおぞら不動産投資顧問㈱

あかつき証券㈱

㈱暁投資顧問

㈲ｱｸｴﾘｱｽ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ

ｱｸｻ･ﾘｱﾙ･ｴｽﾃｰﾄ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾏﾈｼﾞｬｰｽﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

ｱｸｼｱ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

㈱ｱｸｾﾗ

ｱｼﾞｱ･ﾊﾟｼﾌｨｯｸ･ﾗﾝﾄﾞ･(ｼﾞｬﾊﾟﾝ)･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ

亜州IR㈱

亜洲商事㈱

あすかｺｰﾎﾟﾚｲﾄｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ㈱

㈱ｱｽｺｯﾄ

ｱｽﾄﾘｽ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

㈱あすなろ

㈱ｱｽﾘｰﾄ

㈱ｱｾｯﾂﾌﾞﾚｲﾝ

ｱｾｯﾄｱﾗｲﾌﾞ㈱

㈱ｱｾｯﾄ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾊﾟｰﾄﾅｰ

㈱ｱｾｯﾄｿﾘｭｰｼｮﾝ

㈱ｱｾｯﾄ･ﾅﾚｯｼﾞﾒﾝﾄ

ｱｾｯﾄﾋﾞｼﾞｮﾝ㈱

ｱｾﾝﾀﾞｽｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

ｱﾄﾗﾝﾃｨｽ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾘｻｰﾁ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ㈱

阿倍野ｾﾝﾀｰﾋﾞﾙ㈱

ｱﾗｲｱﾝｽｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ㈱

ｱﾗｲｱﾝｽﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ㈱

ARGENTUM Wealth Management㈱

AlpacaJapan㈱

ｱﾙﾌｧ･ｱｾｯﾄ･ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱

ｱﾙﾌｧｺｰﾄ㈱

ｱﾙﾎﾞｰﾝ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ投資顧問㈱

ｱﾚｽ投資顧問㈱

ｱﾝｶｰ･ｼｯﾌﾟ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ㈱

ｱﾝｼﾞｪﾛ･ｺﾞｰﾄﾞﾝ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ｴﾙｴﾙｼｰ

㈱ｲｰ･ｴﾑ･ｱｲ

ｲｰ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱

EWｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

Eaton Vance Asia Pacific Ltd.

㈱ｲｼﾝ･ﾎﾃﾙｽﾞ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ

いちごｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

㈱いちよし経済研究所

井上投資ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ事務所

ｲﾎﾞｯﾄｿﾝ･ｱｿｼｴｲﾂ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

ｲﾝｳﾞｧｽﾄ証券㈱

ｲﾝｶﾑ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ(香港)ﾘﾐﾃｯﾄﾞ

Insight Investment International Limited

ｲﾝﾀｰｿﾙ㈱

ｲﾝﾀﾞｽ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ･ｲﾝｸ

ｲﾝﾃﾞｨ･ﾊﾟ㈱

㈱ｲﾝﾃｸﾞﾚｯｸｽ

INFINITY LABS㈱

㈱ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄｶﾚｯｼﾞ

㈱ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄﾚｼｵ

㈱ｳｲｰｽﾞ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

ｳｲﾆﾝｸﾞｸﾙｰ㈱

WIN-INVEST JAPAN㈱

West Village Investment㈱

WESTMONT JAPAN INVESTMENTS㈱

ｳｴﾙ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

ｳｪﾙｽﾞ･ﾌｧｰｺﾞ証券㈱

㈱WealthLead

ｳｴﾝｸｼﾞｮｰﾀﾞﾝｱﾝﾄﾞｶﾝﾊﾟﾆｰ㈱

ｳﾂﾐ屋証券㈱

AIP ﾍﾙｽｹｱｼﾞｬﾊﾟﾝ合同会社

Aegon Asset Management Pan-Europe B.V.

HFR ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ LLC

ｴｲﾋﾟｰｴｽ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

ABF･ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ

永和不動産㈱

㈱ｴｰｱｰﾙ･ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

㈱A&F ｿﾘｭｰｼｮﾝ

AMP ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｲﾝﾍﾞｽﾀｰｽﾞ㈱

ACA㈱
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㈱ｴｰ･ﾃﾞｨｰ･ﾜｰｸｽ

A.P.ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

ABC Partners㈱

ｴｷｻｲﾄﾜﾝ㈱

㈱eco ﾌﾟﾛﾊﾟﾃｨｰｽﾞ

㈱ｴｼｭ

㈱SXA

㈱S.O.W.ﾌｨﾅﾝｼｬﾙｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ

㈱SQI ｼﾞｬﾊﾟﾝ

㈱ｴｽｺﾝｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

ｴｽﾃｯｸ不動産投資顧問㈱

SBI ﾏﾈｰﾌﾟﾗｻﾞ㈱

ｴｽﾋﾟｰｼｰ証券㈱

㈱SBJ銀行

㈱NIB ﾘｻｰﾁ

NSN㈱

㈱ｴﾊﾞｰｸﾞﾛｰﾘｰ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ

㈲ｴﾊﾞｰﾘｯﾁｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

ｴﾋﾟｯｸ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ㈱

FIP投資顧問㈱

㈱FXﾄﾚｰﾄﾞ･ﾌｨﾅﾝｼｬﾙ

㈱FXﾌﾟﾗｲﾑ byGMO

㈱FXﾌﾞﾛｰﾄﾞﾈｯﾄ

㈱ｴﾌ･ｴﾘｵｯﾄ

㈱ｴﾌﾋﾟｰｱｲ

ｴﾌﾋﾟｰｱｿｼｴｲﾂｱﾝﾄﾞｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱

FP&証券ｱﾅﾘｽﾄ宮川集事務所

FPL証券㈱

㈱FPO

ｴﾌﾋﾟｰﾈｯﾄ㈱

㈱ｴﾌ･ﾎﾟｰﾄ

Eminence Partners合同会社

㈱M&H ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

M&G Investments Japan㈱

M&G Real Estate Japan㈱

㈱MLC investment

㈱ｴﾑ･ｻﾝｸｽ

MUL ｴﾅｼﾞｰｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ㈱

Elliott Advisors Asia Limited

LGT ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ日本㈱

ｴﾝｼﾞｪﾙｼﾞｬﾊﾟﾝ･ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

㈲遠藤雅幸投資顧問

㈱ｵｰ･ｴｲﾁ･ｱｲ

太田忠投資評価研究所㈱

㈱ｵｰ･ﾃﾞｨｰ･ﾋﾞｰ

㈱大林組

㈱ALL ｱｾｯﾄﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ

ｵｰﾙｳｲﾝ 225(橘田 初男)

岡三ｵﾝﾗｲﾝ証券㈱

岡三証券㈱

おｶﾈ学㈱

ｵｸﾀｰｳﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

ｵｸﾄﾊﾟｽｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

㈲OFFICE SAKAKI

ｵﾌｨｽﾃﾞｰﾀｻｰﾋﾞｽ㈱

ｵﾗｲｵﾝ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ合同会社

ｵﾘｵｰﾙ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

ｵﾙﾀﾅﾃｨﾌﾞ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｴﾝﾀﾌﾟﾗｲｽﾞ㈱

㈱ｵﾙﾀﾅﾚｯｼﾞ

ORANGE GROVE CAPITAL MANAGEMENT Pte.Ltd.

GAIA㈱

香賀投資顧問㈱

㈱格付投資情報ｾﾝﾀｰ

鹿島不動産投資顧問㈱

㈱ｶﾅﾔﾏｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ

ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ･ﾌｫｰ･ｵｰﾅｰｽﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

兜町ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ㈱

㈱株の窓口

ｶﾑｲ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱

ｶﾞﾚｰﾗ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ㈱

関電不動産開発㈱

北浜ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

ｷｬｯﾌﾟﾌﾞﾘｯｼﾞ･ｲﾝﾍﾞｽﾀｰｽﾞ㈱

ｷｬﾋﾟﾀﾗﾝﾄﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

ｷｬﾋﾟﾀﾗﾝﾄﾞ･ﾓｰﾙ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ㈱

ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾀﾞｲﾅﾐｯｸｽ㈱

㈱ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾌﾞﾚｲﾝ
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Gabelli Japan㈱

㈱QCｱｾｯﾄ

九州･ｱｼﾞｱ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ㈱

共和証券㈱

教保生命ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

㈱COOL

㈱ｸｰﾙｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ

ｸｫｰﾀｰﾊﾞｯｸ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

㈱ｸｵﾝﾀﾑｼﾞｬﾊﾟﾝ

ｸｵﾝﾂ ｷｬﾋﾟﾀﾙ ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

ｸｯｸ･ﾊﾟｲﾝ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｴﾙｴﾙｼｰ

ｸﾞｯｹﾞﾝﾊｲﾑﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ㈱

くにうみｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

㈱ｸﾏｶﾞｲｻﾎﾟｰﾄ

㈱ｸﾗｲｱﾝﾄ･ﾎﾟｼﾞｼｮﾝ

㈱ｸﾗｳﾝｷｬﾋﾟﾀﾙ

㈱ｸﾗﾌﾄ

ｸﾞﾗﾝﾏｲｽﾞﾅｰ㈱

ｸﾞﾘｰﾝﾌｨｰﾙﾄﾞ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ㈱

㈱ｸﾞﾘﾌｨﾝ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ

㈱黒岩ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

㈱ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｴｺﾉ研究所

Glove Bamboo㈱

ｸﾛｽﾊﾟｽ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ㈱

KIA ﾄﾗｽﾄ㈱

K&E㈱

㈱KGｷｬﾋﾟﾀﾙ

KEN & BRAINS㈱

Cambridge Associates Asia Pte Ltd

㈱ｺｱｱｾｯﾄﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ

㈲ｺｰｼﾞｭ

ｺﾞｰﾃﾞｨｱﾝ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

ｺｰﾍﾝ&ｽﾃｨｱｰｽﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ｴﾙｴﾙｼｰ

㈱ｺﾞｰﾙﾃﾞﾝﾁｬｰﾄ･ｴｰ･ｴﾑ･ｴｽ

㈱ｺﾞｺﾞｼﾞｬﾝ

㈱許斐

ｺﾊﾞﾔｼ ｱｾｯﾄﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ(小林 治行)

ｺﾗﾝﾀﾞﾑ･ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ㈱

Conscious Partners㈱

ｺﾝｽﾄﾗｸｼｮﾝ ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ ﾏﾈｼﾞｬｰｽﾞ㈱

ｻｷｱ･ﾎｽﾋﾟﾀﾘﾃｨ㈱

㈱さくらｷｬﾋﾟﾀﾙﾄﾗｽﾄ

さざれｷｬﾋﾟﾀﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

㈱ｻﾞ･ﾀｲﾐﾝｸﾞ株式投資学研究所

㈱ｻﾞﾌｧｰｽﾄｽﾃｯﾌﾟ

㈱ｻﾌｧﾘ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ

ｻﾑﾗｲ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱

ｻﾝｱﾛｰｽﾞ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ㈱

㈱ｻﾝ ｲﾝﾍﾟﾘｱﾙ

㈱ｻﾝｹｲﾋﾞﾙ

三幸ｵﾌｨｽﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

㈱ｻﾝﾗｲｽﾞ投資顧問

㈱G&D ｱﾄﾞｳﾞｧｲｻﾞｰｽﾞ

GEC㈱

CSR ﾃﾞｻﾞｲﾝ環境投資顧問㈱

GFA㈱

CFM Asia㈱

CMI ﾘｱﾙﾃｨ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

㈱CMB

ｼﾞｰｴﾙｱｰﾙｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ㈱

Gｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ㈱

ｼｰｽﾞﾝｽﾞ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ㈱

ｼｰﾋﾞｰｱｰﾙｲｰ㈱

CBRE ｸﾗﾘｵﾝ㈱

CBC Japan㈱

㈱ｼﾞｪｲ･ｳｨﾙ･ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽ

JLL森井鑑定㈱

ｼﾞｪｲｽﾞ･ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸ (゙山端 淳一)

J-STAR㈱

㈱JBIC IG Partners

J Flag ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ㈱

JPﾓﾙｶﾞﾝ証券㈱

四季ﾘｻｰﾁ㈱

㈱JIS

ｼｽｲ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ

ｼｽﾃﾑ運用投資顧問(八田 哲夫)

清水建設㈱
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㈱ｼﾞｬﾊﾟﾝ

㈱ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ｱｾｯﾄ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ

ｼﾞｬﾊﾟﾝｺｰ㈱

ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ﾌﾟﾛﾊﾟﾃｨｰｽﾞ㈱

JAMP ﾌｨﾅﾝｼｬﾙ･ｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ㈱

ｼﾞｮｰﾝｽﾞﾗﾝｸﾞﾗｻｰﾙ㈱

㈱新栄不動産開発

新･紀尾井町管財㈱

㈱新生ｼﾞｬﾊﾟﾝ投資

新生証券㈱

㈱ｼﾝｾﾘﾃｨｰ

㈱ｼﾝﾌｫﾆｰ･ﾌｨﾅﾝｼｬﾙ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ

㈱新不動産研究所

ZuluTrade Japan㈱

SKANIOGLOS投資顧問㈱

Square Investment Management

ｽﾀｰｱｼﾞｱ･ｱｾｯﾄ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ㈱

ｽﾀｰ･ﾏｲｶ･ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

ｽﾀｰﾘﾝｸﾞﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ合同会社

㈱ｽﾄｯｸｼﾞｬﾊﾟﾝ

ｽﾄﾗﾃｼﾞｯｸ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ㈱

Stream Capital Partners Japan㈱

㈱ｽﾏｰﾄｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

ｽﾐﾄﾓ ﾐﾂｲ ﾄﾗｽﾄ ﾊﾞﾝｸ(ﾕｰ･ｴｽ･ｴｰ)ﾘﾐﾃｯﾄﾞ

ｽﾐﾄﾓ･ﾐﾂｲ･ﾄﾗｽﾄ･(ﾎﾝｺﾝ)ﾘﾐﾃｯﾄﾞ

生活ﾃﾞｻﾞｲﾝ㈱

㈱SAIL

ｾｸﾙ投資㈱

ｾﾝﾄﾗﾙ短資FX㈱

㈱総研

双日新都市開発㈱

ｿｼｴﾃ･ｼﾞｪﾈﾗﾙ証券㈱

㈱Sol Grandis

ﾀﾞｰｳｨﾝ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ㈱

第一管財㈱

第一生命保険㈱

大栄不動産㈱

㈱太閤

㈱だいこう証券ﾋﾞｼﾞﾈｽ

大伸経済研究社

㈲対和

㈱ﾀﾞｳ

㈱TAKARA

ﾀｸﾃｨｶﾙ･ｱｾｯﾄ･ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱

谷口ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ国際会計･税務事務所

DoubleLine Investment Management Asia Ltd.

ﾀﾞﾙﾄﾝ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ㈱

ﾁｬﾀﾑ･ﾌｨﾅﾝｼｬﾙ･ﾋﾟｰﾃｨｰｲｰ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ

中央不動産㈱

㈱長友

㈱ﾁﾖﾀﾞｲｰｴﾇﾜｲ

つばめ投資顧問合同会社

DRC ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱

㈱D&D

TS･ﾁｬｲﾅ･ﾘｻｰﾁ㈱

DCM㈱

㈱ﾃｨｰﾏｯｸｽ

㈱ﾃﾞｰﾀｰﾃﾞｭｵ

ﾃﾞｭｴｯﾄﾘｻｰﾁ㈱

ﾃﾗﾘｵﾝｷｬﾋﾟﾀﾙﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ㈱

㈱ﾃﾝﾀﾞﾈｽ

㈱東海東京調査ｾﾝﾀｰ

東急ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

東急ﾘﾊﾞﾌﾞﾙ㈱

東京海上ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱

東京建物不動産販売㈱

㈱東京都市管財

東京ﾄﾗｽﾄｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱

東郷証券㈱

道慈ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱

㈱東拓企画

㈱東洋経済新報社

ﾄｰｾｲ㈱

㈱ﾄｰﾀﾙｱｾｯﾄﾃﾞｻﾞｲﾝ

㈱ﾄｰﾀﾙﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ

ﾄｯﾌﾟﾄﾚｰﾀﾞｰ投資顧問㈱

ﾄﾗｲﾌｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

㈱ﾄﾗｳﾞｨｽ･ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ
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㈲ﾄﾗﾝｽ･ﾊﾟｼﾌｨｯｸ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ

ﾄﾘﾌﾟﾙ･ｴｰ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

㈱ﾄﾘﾛｼﾞｰ

ﾄﾚｲﾀﾞｰｽﾞ証券㈱

㈱ﾄﾚｰﾄﾞｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ

ﾄﾚｰﾄﾞ･ｻｲｴﾝｽ㈱

ﾄﾚｰﾄﾞｻｲｸﾛﾝ㈱

ﾄﾚｰﾄﾞﾏｽﾀｰﾗﾎﾞ(堀田 勝己)

㈱和ｷｬﾋﾟﾀﾙ

NISIMURA ﾘｻｰﾁ㈱

㈱日貿信

日興ﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ㈱

㈱ﾆｯｾｲ基礎研究所

ﾆｯｾｲ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱

㈱日本産業推進機構

ﾆｯﾎﾟﾝ ﾌｧｲﾅﾝｽ ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ㈱

㈱日本ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾘｻｰﾁ

一般社団法人日本FX教育機構

日本GLP㈱

日本商業開発㈱

日本生命保険相互会社

㈱日本投資技術協会West

日本土地建物㈱

㈱日本ﾄﾚｰﾄﾞ技術開発

日本みらいｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱

ﾆｭｰｼﾞｬﾊﾟﾝｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙｷｬﾋﾟﾀﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

ﾆｭｰｽｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

ﾆｭｰﾖｰｸｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱

㈱ﾈｸｽﾄｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ

根津ｱｼﾞｱｷｬﾋﾟﾀﾙﾘﾐﾃｯﾄﾞ

ﾉｰｽｱｲﾗﾝﾄﾞ投資顧問㈱

㈱ﾉｰﾌﾞﾙ

㈱野村総合研究所

野村ﾍﾙｽｹｱ･ｻﾎﾟｰﾄ&ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ㈱

ﾊﾞｰｸﾚｲｽﾞ投信投資顧問㈱

Heitman International LLC

ﾊｲﾄﾝｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙｼﾞｬﾊﾟﾝｲﾝﾍﾞｽﾄ㈱

㈱ﾊｳｼﾞﾝｸﾞｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ

㈱伯楽一顧

ﾊﾟｼﾌｨｯｸ･ﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄｱﾝﾄﾞﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ㈱

八十二証券㈱

ﾊﾟﾅｺﾞﾗ ｱｾｯﾄ ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ ｲﾝｸ

ﾊﾟﾅｿﾆｯｸﾍﾟﾝｼｮﾝﾌｧﾝﾄﾞﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

㈲林投資研究所

㈱ﾊﾟﾗﾏｳﾝﾄ･ｷｬﾋﾟﾀﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

ﾊﾞﾗﾝｽ投資顧問㈱

㈱ﾊﾘﾌｧｯｸｽ･ｱｿｼｴｲﾂ

Harrington Cooper LLP

阪急阪神不動産投資顧問㈱

ﾊﾟﾝﾃｵﾝ地所㈱

㈱ﾋﾟｰ･ｱｲ･ｼﾞｪｰ

PA ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ㈱

㈱PNB ｸﾗｳﾄﾞﾌｧﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ

ﾋﾞｰﾛｯﾄ･ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

㈱光ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ

HiJoJo Partners㈱

ﾋﾞｽﾀﾏｯｸｽ･ﾌｧﾝﾄﾞ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ㈱

ひまわり証券㈱

平安ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ㈱

ﾌｧｰｽﾄｽﾃｰﾄ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ㈱

ﾌｧｰｽﾄﾒｲｸ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ㈱

㈱ﾌｧｰｽﾄﾘｯﾁ投資顧問

ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ㈱

㈱ﾌｧﾝﾄﾞｸﾘｴｰｼｮﾝ

㈱ﾌｨｽｺ

ﾌｨﾛｿﾌｨ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ㈱

ﾌｨﾝﾃｯｸｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ㈱

㈱ﾌｰﾌﾟﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ

ﾌｪｱﾄﾚｰﾄﾞ㈱

ﾌｫｰｻｲﾄﾋﾞｼﾞﾈｽｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

㈱福岡ｷｬﾋﾟﾀﾙﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ

㈱富士株式投資研究所

ﾌｭｰｼﾞｮﾝ資産ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

ﾌﾞﾗｳﾝ･ﾌﾞﾗｻﾞｰｽﾞ･ﾊﾘﾏﾝ証券㈱

ﾌﾞﾗｯｸｻ㈱

㈱ﾌﾞﾗｯｸﾋﾙｽﾞｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ

㈱PLUSSO

ﾌﾗﾄﾝ･ﾌｧﾝﾄﾞ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱
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㈱ﾌﾗﾑ

Brigade Capital Japan合同会社

Blue Swell Japan㈱

㈱ﾌﾞﾙｰﾗｲﾝ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ

ﾌﾟﾙﾃﾞﾝｼｬﾙ･ﾘｱﾙｴｽﾃｰﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

㈱ﾌﾟﾚﾐｱﾑﾊﾞﾘｭｰﾊﾞﾝｸ

㈱ﾌﾞﾛｰﾄﾞｴｯｼﾞ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ

㈱ﾌﾟﾛｸﾞﾚｽﾏｲﾝﾄﾞ

㈱ﾌﾟﾛｽﾍﾟｸﾄ･ｴﾅｼﾞｰ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

㈱ﾌﾟﾛﾛｼﾞｽ

平和不動産㈱

ﾍﾞｲﾝｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ･ｴｸｲﾃｨ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ･LLC

ﾍﾞｰｼｯｸ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

㈱ﾎｽﾋﾟﾀﾘﾃｨﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ

POP ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

ﾎﾟﾗﾘｽ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ㈱

㈱ﾎﾞﾙﾃｯｸｽ投資顧問

ﾎﾝﾀﾞ商事㈱

㈱ﾏｰｹｯﾄﾊﾞﾝｸ

㈱ﾏｰｹｯﾄﾌﾟﾚｰｽ

ﾏｰｻｰｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

ﾏｰﾁｬﾝﾄ･ﾊﾞﾝｶｰｽﾞ㈱

ﾏｳﾝﾃﾝ･ﾊﾟｼﾌｨｯｸ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ㈱

㈱ﾏｸﾞﾅﾑ

㈱Magne-Max Capital Management

松阪証券㈱

松田ﾄﾗｽﾄｱﾝﾄﾞｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ㈱

ﾏｯﾌﾟｱﾝﾄﾞｶﾝﾊﾟﾆｰ㈱

松本産業㈱

㈱ﾏﾈｰﾋﾞﾙ

ﾏﾈｰﾌﾞﾚｲﾝ㈱

㈱ﾏﾈｰﾗｲﾌﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ

ﾏﾈｯｸｽ証券㈱

㈱ﾏﾈぷら

㈱ﾏﾘﾓ

㈱ﾐｸﾆ

みずほｷｬﾋﾟﾀﾙﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ㈱

みずほ総合研究所㈱

みずほ第一ﾌｨﾅﾝｼｬﾙﾃｸﾉﾛｼﾞｰ㈱

三井住友海上火災保険㈱

㈱三井住友ﾄﾗｽﾄ基礎研究所

三菱地所ﾘｱﾙｴｽﾃｰﾄｻｰﾋﾞｽ㈱

三菱UFJﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ PB証券㈱

㈱三福

ﾐｮｳｼﾞｮｳ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

㈱ﾐﾖｼｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

みらいｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

みらいｴﾈﾙｷﾞｰ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ㈱

ﾐﾘﾏﾝ･ｲﾝｸ

Millennium Global Japan Ltd.

Mapletree Investments Japan㈱

ﾒﾃﾞｨｯｸ投資顧問㈱

ﾓｰﾆﾝｸﾞｽﾀｰ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

㈱ﾓﾝｷｰｻｲﾄ

矢野新ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽｸﾞﾙｰﾌﾟ矢野新商事㈱

㈱山一地所

UOB ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

優木産業㈱

郵船不動産㈱

UBS ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ㈱

㈱ﾕﾅｲﾃｯﾄﾞｼｽﾃﾑｽﾞﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ

ﾕﾆｿﾞﾝ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱

ﾗｲｼﾞﾝｸﾞﾌﾞﾙ投資顧問㈱

ﾗｻｰﾙ不動産投資顧問㈱

㈱ﾗﾎﾟｰﾙｴｽﾃｰﾄ

㈱ﾗﾙｺﾞ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ

㈱ﾘｰﾌﾞﾙ

ﾘｴｿﾞﾝ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ㈱

ﾘｵﾅｽ㈱

㈱ﾘｻ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ

ﾘｼｪｽ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

りそなｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

ﾘｯｷｰﾋﾞｼﾞﾈｽｿﾘｭｰｼｮﾝ㈱

㈱ﾘｯｼ

ﾘﾆｭｰｱﾌﾞﾙ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

㈱ﾘﾊﾞｲﾊﾞﾙｻﾎﾟｰﾄ

㈱ﾚｰｻﾑ

ﾚﾍﾞﾙﾍﾞｽﾄ㈱
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㈱ﾛｰﾝ･ｽﾀｰ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ｱｸｲｼﾞｯｼｮﾝｽﾞ

ﾛｺﾞｽ･ｱﾝﾄﾞ･ﾊﾟﾄｽ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰｻｰﾋﾞｽ㈱

ﾛﾎﾞｯﾄ投信㈱

ﾜｰﾙﾄﾞｱﾌﾟﾚｲｻﾞﾙｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

ﾜｲｼﾞｪｲ FX㈱

ﾜｲﾙﾄﾞｲﾝﾍﾞｽﾀｰｽﾞ㈱

㈱ﾜｶﾊﾞﾔｼｴﾌｴｯｸｽｱｿｼｴｲﾂ

㈱ﾜﾝｱｲﾄﾞ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ
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３ 事務局

（1）所在地

〒103-0025

  東京都中央区日本橋茅場町 1 丁目 5 番 8 号  東京証券会館 7 階

TEL：03-3663-0505 FAX：03-3663-0510

（2）職員

平成 31 年 3 月 31 日現在、事務局職員数は 27 名です。
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附 属 明 細 書

「事業報告の内容を補足する重要な事項」として、「事業報告の附属明細書」に記載すべ

き事項は、ありません。


